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①仮想状況の設定と支払形式の設定

本論文では，農業集落排水事業による４項目

の農業外効果（水洗化による生活快適性向上効

果，水周り利便性向上効果，農村空間快適性向

上効果，公共用水域水質保全効果）の一世帯当

たりの支払意志額を推定することを目的として

いるため，仮想市場の設定はこれら整備による

変化を回答者に示した。水洗化による生活快適

性向上効果，水周り利便性向上効果，農村空間

快適性向上効果，公共用水域水質保全効果にか

かる設問内容を図4.1から図4.4に示す。戦略

バイアス を除去するためには，税金方式が望

ましいとされるが，公共事業の支払手段を税金

とすることは抵抗が大きいと予想されるため採

用せず ，支払手段は事前評価同様，購入金およ

び負担金とした。

②価格設定

支払意志額の推定結果をうけて事前評価結果

との比較による分析を行うことを考慮し，『マ

ニュアル（案）』の成果を踏まえて，二段階二肢

選択方式では５種類の価格パターンとした。表

4.2にダブルバウンドの価格パターンを示す。
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問３ トイレをくみ取り式から水洗式に変えると生活がより快適になるなどさまざまな効果が生まれ

ます。

仮にあなたがこれから住宅を購入するとします。

トイレがくみ取り式の住宅と，水洗トイレ付きの50万円ほど高い住宅と，２つの住宅から１つ

を選択するとして，あなたは水洗トイレ付きの住宅を選びますか。（ただし水洗トイレのものは

農業集落排水施設などで下水処理されており，価格が50万円ほど高い以外は，他の条件が全く

同じ住宅物件とします。)

１．はい

↓

問4－1「問３」で「はい」を選択された方にお

伺いします。金額が先ほどより高い

100万円とすれば水洗トイレ付きの住

宅を選ばれますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問4－2「問３」で「いいえ」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより安い

25万円とすれば水洗トイレ付きの住

宅を選ばれますか。

１．はい ２．いいえ

図4.1 水洗化による生活快適性向上効果に対する支払い意志に関する設問

問６ 農業集落排水事業による整備にあわせ，台所，洗面所，風呂などの水周りを改善すると，生活

が快適になります。

仮に，この水周りの快適性を得るために必要な金額が一世帯当たり20万円であったとします。

あなたのご家庭では，この追加の投資をしても良いと思いますか。

１．はい

↓

問7－1「問６」で「はい」を選択された方にお

伺いします。金額が先ほどより高い一

世帯当たり30万円とすれば投資をし

ても良いと思いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問7－2「問６」で「いいえ」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより安い

一世帯当たり10万円であれば投資を

しても良いと思いますか。

１．はい ２．いいえ

図4.2 水周り利便性向上効果に対する支払い意志に関する設問

データ分割してます
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表4.2 提示金額の設定パターン

パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ パターン５

水洗化による生活 問３ 50万円 100万円 200万円 300万円 500万円

快適性向上効果 問４－１ 100万円 200万円 300万円 500万円 800万円

問４－２ 25万円 50万円 100万円 200万円 300万円

水周り利便性 問６ 20万円 30万円 50万円 100万円 150万円

向上効果 問７－１ 30万円 50万円 100万円 150万円 200万円

問７－２ 10万円 20万円 30万円 50万円 100万円

農村空間快適性 問10 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年

向上効果 問11－１ １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年 10万円/年

問11－２ 2.5千円/年 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年

公共用水域 問14 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年

水質保全効果 問15－１ １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年 10万円/年

問15－２ 2.5千円/年 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年

問14 農業集落排水事業によって，あなたのお住まいの近辺の河川や湖沼は，以前に比べて水質が改

善され，景観も良くなり，自然環境が回復していると思います。仮に，一世帯当たり１年間で

５千円の費用を支払わなければ，この良好な環境が保てないとします。あなたのご家庭では，

この費用を支払っても良いと考えますか。

１．はい

↓

問15－1「問14」で「はい」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより高い

年間で１万円とすれば支払いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問15－2「問14」で「いいえ」を選択された方

にお伺いします。金額が先ほどより安

い年間で2.5千円とすれば支払います

か。

１．はい ２．いいえ

図4.4 公共用水域水質保全効果に対する支払い意志に関する設問

問10 農業集落排水事業によって，あなたのお住まいの集落内の水路や農業用用排水路は，以前に比

べて水質が改善され，景観も良くなり，自然環境が回復していると思います。仮に，一世帯当

たり１年間で５千円の費用を支払わなければ，この良好な環境が保てないとします。あなたの

ご家庭では，この費用を支払っても良いと考えますか。

１．はい

↓

問11－1「問10」で「はい」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより高い

年間で１万円とすれば支払いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問11－2「問10」で「いいえ」を選択された方

にお伺いします。金額が先ほどより安

い年間で2.5千円とすれば支払います

か。

１．はい ２．いいえ

図4.3 農村空間快適性向上効果に対する支払い意志に関する設問
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③回答者属性の項目の設置

回答者の負荷を極力軽減することに努めた

が，回答者の属性などを抽出するために，回答

者の社会経済属性に関する項目として年齢，性

別，職業，年間所得を質問票に加えた。

④調査機関名

回収率を向上させるためには，調査機関が中

立的で公的機関であることが望ましい。そこで，

調査主体である筆者が，北海道大学大学院農学

研究科農業経済学講座比較農政学研究室の所属

であり，調査結果を学術研究目的に限定して利

用する旨を明記し調査を行った。

２）支払意志額の推定データの整理

支払意志額に関する設問に対し分析時に抵抗

回答などを除去できるよう以下を分析対象から

除外した。

①支払意志額の質問に対する無回答

②回答の間に矛盾がある不正回答

③調査になんらかの抵抗感があるため金額の

支払いを拒絶している抵抗回答

３）支払意志額の推定方法

支払意志額の推定は，受諾確率の分布形をモ

デル式で仮定してパラメータ推計により分布形

を得るパラメトリック法と，パラメータ推計を

用いずに分布形を得るノンパラメトリック法と

がある。本論文では，二段階二肢選択方式で得

られるデータから支払意志額を推定する手法と

して，あらかじめ特定の分布を想定せずに受諾

確率関数が推定できるノンパラメトリック法を

適用し，各提示額に対する受諾確率をもとに支

払意志額を推定した。

農村空間快適性向上効果，公共用水域水質保

全効果は，一世帯当たり１年間に対する支払意

志額が推定される。一方，水洗化による生活快

適性向上効果，水周り利便性向上効果はアン

ケートの設定上，施設の耐用年数15年 に相

当する一世帯当たりの支払意志額が推定される

ため，還元率8.99％ を乗じて年額に換算し，

一世帯当たり１年間に対する支払意志額を推定

した。これら推定された４項目の農業外効果の

合計を「一世帯当たり年支払意志額合計」とし

た。なお，本論文で検討する農業集落排水事業

効果の定量化手法は，費用便益分析への適用を

目的としていることから，費用便益分析との理

論的整合性を重視し支払意志額の代表値として

平均値 を求めた。

⑵ アンケートの実施状況

アンケートの回収結果など実施状況を表4.3

に示す。

調査方法としては，面接方式や郵送方式など

がある。本論文では，郵送配布・郵送回収方法

を用いた。なお，表4.2に示した５パターンの

設定金額のアンケート票を配布部数が均等とな

るようにランダムに配布した。調査時期は2001

年９月，総配布数802戸，回収数は309戸，実

配布数に対する回収率は38.5％であった。

⑶ 単純集計

集計結果を表4.4.1から表4.4.12に示し概

説する。

①事業実施前のトイレ（表4.4.1参照）

事業実施前のトイレは，「くみ取り式」（203

戸，65.7％）が最も多く，次いで「簡易水洗」

（71戸，23.0％）であった。

②事業実施後のトイレへの満足度（表4.4.2

参照）

事業実施後のトイレへの満足度に関する設問

では，「かなり満足」（207戸，67.0％）が最も多

く，「やや満足」（74戸，23.9％）を合計した，

いわゆる事業実施後のトイレへの満足度を示し

た世帯は９割以上（281戸，90.9％）を占めてお

り，農業集落排水事業の目的である快適な生活

環境の向上が確認された。

③集落内の水路・排水路の水質への満足度（表

4.4.5参照）

表4.3 調査概要

調 査 対 象 地 区 Ｂ・Ｃ地区

市町村 Ａ町

農業地区類型 田畑型山間農業地域

計画戸数 1,007戸

供用戸数（2001年８月31日現在） 802戸

調査方法 郵送配布回収

調査時期 2001年９月

総配布数 802戸

実配布数 802戸

回収数 309戸

実配布数に対する回収率 38.5％
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集落内の水路・排水路の水質に関する設問で

は，「やや満足」（141戸，45.6％）が最も多く，

「かなり満足」（83戸，26.9％）を合計した，い

わゆる集落内の水路・排水路の水質への満足度

を示した世帯は７割以上（224戸，72.5％）で

あった。しかし，その一方で，「どちらともいえ

ない」（71戸，23.0％）も約２割を占めた。

④近辺の河川・湖沼の水質への満足度（表

4.4.7参照）

近辺の河川・湖沼の水質に関する設問では，

「やや満足」（151戸，48.9％）が最も多く，「か

なり満足」（55戸，17.8％）を合計した，いわゆ

る近辺の河川・湖沼の水質に対する満足度を示

した世帯は６割以上（206戸，66.7％）であった。

⑤抵抗回答（表4.4.3，表4.4.6，表4.4.8参

照）

提示額の支払いに反対した世帯にその理由を

たずねたところ，水洗化による生活快適性向上

効果，水周り利便性向上効果では，提示額の支

払いに反対した世帯の多くが「金額が高すぎる」

としている。一方，農村空間快適性向上効果，

公共用水域水質保全効果では，「税金をあてるべ

き」が最も多かった。すなわち，自宅に対する

投資や支払いは低い額を望み，それ以外の集落

内やその周辺もしくは公共用水域に対する水質

などの保全に関しては公的な資金の投入による

改善を望んでいることが示唆された。

⑥回答者の社会経済属性（表4.4.9から表

4.4.12参照）

回答者の約８割（257戸，83.2％）が「男性」

であった。年齢を見ると「40歳代から60歳代」

が多くこの世代階層で全体の６割以上（206戸，

66.7％）を占めた。職業は農業以外の「その他」

が９割以上（279戸，90.3％）であった。世帯の

年間所得は，「300万円未満」（72戸，23.3％）

が最も多いが，次いで「700万円以上1000万円

未満」も約２割（66戸，21.4％）を占めた。

⑷ 支払意志額の推定結果と効果額の算定

各効果項目別提示金額別受諾確率を図4.5か

ら図4.8に示し，受諾確率曲線より得られる支

払意志額の推定結果を表4.5に示す。効果項目

別では，水洗化による生活快適性向上効果

389.4千円，水周り利便性向上効果112.0千円，

農村空間快適性向上効果52.5千円，公共用水域

表4.4.3 問5「問4.2」でいいえを選んだ理由

単位：戸・％

1．「問4.2」の
金額は高すぎ

2．水洗トイレ
を望まない

3．趣旨が
わからない

4．その他 無回答 合 計

実数 25 0 3 2 1 31

割合 80.6 0.0 9.7 6.5 3.2 100.0

表4.4.2 問2 事業実施後のトイレに対する満足度

単位：戸・％

1．かなり
満足

2．やや
満足

3．どちら
とも

4．やや
不満

5．かなり
不満

無回答 合 計

実数 207 74 19 1 3 5 309

割合 67.0 23.9 6.1 0.3 1.0 1.7 100.0

表4.4.1 問1 事業前のトイレの形式

単位：戸・％

1．個別浄化槽
による水洗

2．簡易
水洗

3．くみ
取り式

無回答 合 計

実数 26 71 203 9 309

割合 8.4 23.0 65.7 2.9 100.0
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水質保全効果47.1千円であった。これら４効果

の合計は約601.0千円となり，効果項目別割合

は図4.9にように，水洗化による生活快適性向

上効果64.9％，水周り利便性向上効果18.6％，

農村空間快適性向上効果8.7％，公共用水域水

質保全効果7.8％となった。

Ｂ地区およびＣ地区の年効果額の算定結果を

表4.6から表4.9に示す。効果額は支払意志額

表4.4.9 問17a 回答者の性別

単位：戸・％

1．男 2．女 無回答 合 計

実数 257 44 8 309

割合 83.2 14.2 2.6 100.0

表4.4.8 問16「問15.2」でいいえを選んだ理由

単位：戸・％

1．重要だとは
思わない

2．「問15.2」の
金額は高すぎ

3．税金を
あてるべき

4．自分は支払い
たくない

5．趣旨が
わからない

6．その他 無回答 合 計

実数 2 19 40 2 5 6 3 77

割合 2.6 24.7 51.9 2.6 6.5 7.8 3.9 100.0

表4.4.7 問13 事業実施後の近辺の河川・湖沼の水質に対する満足度

単位：戸・％

1．かなり満足 2．やや満足 3．どちらとも 4．やや不満 5．かなり不満 無回答 合 計

実数 55 151 66 6 6 25 309

割合 17.8 48.9 21.4 1.9 1.9 8.1 100.0

表4.4.6 問12「問11.2」でいいえを選んだ理由

単位：戸・％

1．重要だとは
思わない

2．「問11.2」の
金額は高すぎ

3．税金を
あてるべき

4．自分は支払
いたくない

5．趣旨が
わからない

6．その他 無回答 合 計

実数 1 15 30 3 4 6 0 59

割合 1.7 25.4 50.8 5.1 6.8 10.2 0.0 100.0

表4.4.5 問9 事業実施後の集落内の水路・排水路の水質に対する満足度

単位：戸・％

1．かなり
満足

2．やや
満足

3．どちらとも
いえない

4．やや
不満

5．かなり
不満

無回答 合 計

実数 83 141 71 8 1 5 309

割合 26.9 45.6 23.0 2.6 0.3 1.6 100.0

表4.4.4 問8「問7.2」でいいえを選んだ理由

単位：戸・％

1．「問7.2」の
金額は高すぎ

2．趣旨が
わからない

3．その他 無回答 合 計

実数 27 2 4 2 35

割合 77.1 5.7 11.5 5.7 100.0
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平均値と事業によって施設が供用され事業効果

を享受している世帯数をもとに設定した。

Ｂ地区の水洗化による生活快適性向上効果額

＝389.4千円／年×289戸

＝112,537千円／年

Ｃ地区の水洗化による生活快適性向上効果額

＝389.4千円／年×513戸

＝199,762千円／年

Ｂ地区の水周り利便性向上効果額

＝112.0千円／年×289戸

＝32,368千円／年

Ｃ地区の水周り利便性向上効果額

＝112.0千円／年×513戸

＝57,456千円／年

Ｂ地区の農村空間快適性向上効果額

＝52.5千円／年×289戸

＝15,173千円／年

Ｃ地区の農村空間快適性向上効果額

図4.6 提示金額別受諾確率

(水周り利便性向上効果)

図4.5 提示金額別受諾確率

(水洗化による生活快適性向上効果)

表4.4.12 問17d 世帯の年間所得

単位：戸・％

1．300万円
未満

2．300万～
400万円
未満

3．400万～
500万円
未満

4．500万～
700万円
未満

5．700万～
1,000万円
未満

6．1,000万～
1,500万円
未満

7．1,500万～
2,000万円
未満

8．2,000万円
以上

無回答 合 計

実数 72 46 38 58 66 11 1 2 15 309

割合 23.3 14.9 12.3 18.8 21.4 3.6 0.3 0.6 4.8 100.0

表4.4.11 問17c 回答者の職業

単位：戸・％

1．専業農家
2．第１種
兼業農家

3．第２種
兼業農家

4．その他 無回答 合 計

実数 5 5 9 279 11 309

割合 1.6 1.6 2.9 90.3 3.6 100.0

表4.4.10 問17b 回答者の年齢

単位：戸・％

1．19才未満 2．20～29才 3．30～39才 4．40～49才 5．50～59才 6．60～69才 7．70～79才 8．80才以上 無回答 合 計

実数 0 10 32 67 72 67 47 12 2 309

割合 0.0 3.2 10.4 21.7 23.3 21.7 15.2 3.9 0.6 100.0
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＝52.5千円／年×513戸

＝26,933千円／年

Ｂ地区の公共用水域水質保全効果額

＝47.1千円／年×289戸

＝13,612千円／年

Ｃ地区の公共用水域水質保全効果額

＝47.1千円／年×513戸

＝24,162千円／年

b．衛生水準向上効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

衛生水準向上効果額は，対象となる集落内水

路を住居近隣生活環境被害水路 とその他生

活環境被害水路 に分けて算定する。住居近隣

生活環境被害水路については臭気や害虫を防止

するために被害水路を覆蓋化することを想定し

覆蓋化に要する工事費によって代替評価する。

表4.6 水洗化による生活快適性向上効果の算定

項 目 単位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

支払意志額 千円 ① 389.4 389.4 －

処理施設普及戸数 戸 ② 289 513 802

水洗化による生活快適性向上効果額 千円 ③＝①×② 112,537 199,762 312,299

表4.5 ノンパラメトリック法による支払意志額の推定結果

水洗化による
生活快適性向

上効果

水周り利便性
向上効果

農村空間快適
性向上効果

公共用水域水
質保全効果

計

有効回収数（戸） 309 309 309 309 －

有効回答数（戸） 251 236 211 188 －

平均値（千円/戸） ① 4,331.9 1,245.4 － － －

還元率：４％・15年（％）② 8.99 8.99 － － －

平均値（千円/戸/年） ③＝①×② 389.4 112.0 52.5 47.1 601.0

構成比（％） 64.9 18.6 8.7 7.8 100.0

図4.7 提示金額別受諾確率

(農村空間快適性向上効果)

図4.8 提示金額別受諾確率

(公共用水域水質保全効果)

図4.9 支払意志額推定結果による効果項目別割合
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一方，その他生活環境被害水路については悪臭

の防止のための覆蓋化の必要はないが臭気や害

虫を防止する必要があるため被害水路に対する

薬剤散布費用を想定し薬剤散布費用によって代

替評価する。

①事業実施前における当該地区の被害発生水

路延長について，住居近隣生活環境被害水路延

長と，その他生活環境被害水路延長を把握する。

②当該地区の被害発生水路において想定され

る覆蓋化費用，薬剤散布費用，薬剤散布回数を

把握する。

③年当たりの覆蓋化費用および防除費用を算

定しその総和を衛生水準向上効果とする。

覆蓋化費用（千円／年）

＝住居近隣生活環境被害水路延長（m）×覆蓋

化費用単価（円／m）×還元率（40年）／1000

防除費用（千円／年）

＝その他生活環境被害水路延長（m）×薬剤散布

単価（円／回・m）×回数（回／年）／1000

衛生水準向上効果額（千円／年）

＝覆蓋化費用（千円／年）＋防除費用（千円／年）

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表4.10に示す。事

業実施前における当該地区の被害発生水路延長

に関して地元聴き取り調査 を行った。分析対

象地区は集居集落であることから住居近隣生活

環境被害水路延長のみであることが地元聴き取

り調査から判断された。Ｂ地区の住居近隣生活

環境被害水路延長は約6,000m，Ｃ地区の住居

近隣生活環境被害水路延長は約14,000mで

あった。代替法に用いる覆蓋化費用は工事費積

算関係資料 などを援用し試算を行った。表

4.11に示すように覆蓋化費用はボックスカル

バート布設単価としてm当たり59,290円とし

た。

⑶ 効果額の算定

Ｂ地区の覆蓋化費用

＝6,000m×59,290円／m×0.0505／1000

＝17,965千円／年

Ｃ地区の覆蓋化費用

＝14,000m×59,290円／m×0.0505／1000

＝41,918千円／年

Ｂ地区の衛生水準向上効果額

表4.9 公共用水域水質保全効果の算定

項 目 単位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

支払意志額 千円 ① 47.1 47.1 －

処理施設普及戸数 戸 ② 289 513 802

公共用水域水質保全効果額 千円 ③＝①×② 13,612 24,162 37,774

表4.8 農村空間快適性向上効果の算定

項 目 単位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

支払意志額 千円 ① 52.5 52.5 －

処理施設普及戸数 戸 ② 289 513 802

農村空間快適性向上効果額 千円 ③＝①×② 15,173 26,933 42,106

表4.7 水周り利便性向上効果の算定

項 目 単位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

支払意志額 千円 ① 112.0 112.0 －

処理施設普及戸数 戸 ② 289 513 802

水周り利便性向上効果額 千円 ③＝①×② 32,368 57,456 89,824
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＝17,965千円／年

Ｃ地区の衛生水準向上効果額

＝41,918千円／年

c．維持管理費節減効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

維持管理費節減効果額は，事業実施前の維持

管理費用と事業実施後の維持管理費用の差額に

よって算定する。事業実施前の維持管理費用と

は，くみ取りトイレの世帯におけるくみ取りト

イレの清掃などの維持管理とし尿のくみ取りお

よびその処分にかかる費用とする。事業実施後

の維持管理費用とは水洗トイレの世帯における

水洗トイレの清掃などの維持管理と水洗トイレ

の利用による水道料金の増加分および農業集落

排水処理施設の維持管理にかかる費用とする。

①当該地区における事業実施前後のトイレの

清掃などにかかる清掃時間，洗剤・薬剤などの

使用による維持管理費用に関して，一戸当たり

のトイレの清掃費用の節減額を把握し，供用戸

数を乗じることで当該地区における水洗化によ

表4.11 ボックスカルバート布設単価

単位：円

項 目 規 格 単 価 金 額

ボックスカルバート 600mm×600mm×1000mm 10.00ｍ 28,600 286,000

土木一般世話役 0.50人 19,200 9,600

布設費 特殊作業員 1.60人 16,400 26,240

普通作業員 1.30人 13,300 17,290

トラッククレーン 4.8～4.9t吊 0.40日 26,400 10,560

目地モルタル （諸雑費率） 2.00％ 1,274

掘削 6,300

埋め戻し 2,300

均しコン 11,000

直接工事費 370,564

諸経費込み工事費 直接工事費× 1.60 592,902

ボックスカルバート布設単価（m） 59,290

資料：北海道農政部［2001］による。

註：布設費および掘削，埋め戻し，均しコンを合計した直接工事費に諸経費を加算した金額が

ボックスカルバートの単価である。

表4.10 衛生水準向上効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

住居近隣生活環境被害水路延長 m ① 6,000 14,000 20,000

覆蓋化費用単価 円/m ② 59,290 59,290 －

還元率（40年） ％ ③ 0.0505 0.0505 －

覆蓋化費用 千円/年 ④＝①×②×③/1,000 17,965 41,918 59,883

その他生活環境被害水路延長 m ⑤ － － －

薬剤散布単価 円/回・m ⑥ － － －

薬剤散布回数 回/年 ⑦ － － －

防除費用 千円/年 ⑧＝⑤×⑥×⑦/1,000 － － －

衛生水準向上効果額 千円/年 ⑨＝④＋⑧ 17,965 41,918 59,883

註：住居近隣生活環境被害水路は，住居や通学路など歩行者が多い道路に近接するなど日常の生活環境に密

接し，悪化した水質の流入によって悪臭などの影響があった水路。その他生活環境被害水路は，住居な

どに近接せず日常の生活環境からやや離れてはいるが，悪化した水質の流入によって悪臭などの影響が

あった水路。覆蓋化費用単価は，表4.11による。
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るトイレの清掃費用節減額を算定する。

水洗化によるトイレの清掃費用節減額（円／

年）

＝｛掃除などの時間の短縮（時間／年・戸）×作

業人件費（円／時間）＋薬剤などの節減額（円／

年・戸）｝×供用戸数（戸）

②くみ取りし尿の処理費を把握する。

はじめに，１人当たり年間し尿発生量を算定

する。

１人当たりし尿発生量（m／人・年）

＝１人当たりし尿量（ℓ／人・日）×365（日）／

1,000

次に，当該地区におけるし尿発生量当たりの

処理経費を把握する。処理経費にはくみ取り，

運搬，最終処分のすべての経費を含む。

し尿発生量当たり処理経費（千円／m）

＝し尿処理施設における年間総費用（千円／

年）／し尿処理施設における処理量（kℓ／年）

以上，１人当たりし尿発生量およびし尿発生

量当たり処理経費からくみ取りし尿の処理費を

算定する。

くみ取りし尿の処理費（千円／年）

＝１人当たりし尿発生量（m／人・年）×し尿発

生量当たり処理経費（千円／m）×供用人口

（人）

③当該地区における水洗化による水道料金の

増加額を把握する。なお，水道料金は増加分の

みを算定するため基本料金を除いた従量分のみ

とする。

水洗化による水道料金の増加額（千円／年）

＝(水洗化後水道利用量（m／年・戸）－水洗化

前水道利用量（m／年・戸））×水道料金（円／

m）×供用戸数（戸）

④農業集落排水処理施設の運転経費を把握す

る。処理施設の運転経費には処理施設の電気代

などの維持管理と，汚泥の引き抜き，処分のた

めの経費などを含む。

⑤事業実施前の維持管理費用と事業実施後の

維持管理費用の差額によって，維持管理費の軽

減額を算定する。

維持管理費節減効果額（千円／年）

＝｛水洗化によるトイレの清掃費用の節減額（千

円／年）＋くみ取りし尿の処理費（千円／年）｝－

｛水洗化による水道料金の増加額（千円／年）＋

農業集落排水処理施設維持管理費（千円／年）｝

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表4.12に示す。掃

除などの時間の短縮，薬剤の節減額などの維持

管理に関しては，『マニュアル（案）』に示され

ている参考値を援用した。掃除などの時間の短

縮は24時間／年。作業人件費（円／時間）は農

林水産省大臣官房統計情報部［2002］，農林水産

省統計情報部［2001］から農業臨時雇賃金など

をもとに次式によってもとめた。

｛自営農業とその他の仕事に従事した人数（男

性）×農業臨時雇賃金（男性）＋自営農業とそ

の他の仕事に従事した人数（女性）×農業臨時

雇賃金（女性）｝／自営農業とその他の仕事に

従事した人数（男女計）／労働時間

｛205人×8,659円＋76人×6,506円｝／(205

人＋76人）／８時間＝1,010円／時間

また，薬剤などの節減額は『マニュアル（案）』

の1,640円／戸（2000年単価）に2001年度支出

済費用換算係数1.006を乗じた1,650円／戸と

した。

1,640円／戸×1.006（2000年）

＝1,650円／戸

１人当たりし尿量は，１人当たりし尿量の平

均値として農業集落排水事業諸基準等作成全国

検討委員会［2002］に示されている参考値であ

る1ℓ／人・日とした。し尿処理施設における年

間総費用およびし尿処理施設における処理量，

農業集落排水処理施設の運転経費に関しては，

地元聴き取り調査 を行った。当該地区にかか

るし尿処理施設は，Ａ町に隣接するＤ町に位置

する環境衛生センター である。環境衛生セン

ターにおける 2001年 度の年間総 費 用 は

162,284千円／年，処理量は9,039.9kℓ／年で

あった。水洗化前後の水道利用量は，農業集落

排水事業諸基準等作成全国検討委員会［2002］

に定めるし尿洗浄にともなう標準汚水量50ℓ／

人・日とした。この日１人当たり標準汚水量50ℓ

から年間戸当たり水洗化後水道利用増加量をも

とめると47.5m（0.05m×2.6人／世帯×

365日）となる。水洗化前後のＡ町における水道

料金は，北海道環境生活部環境室環境保全課
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［2000］により210円／mとした。農業集落排

水処理施設の運転経費は地元聴き取り調査

によりＢ地区約6,900千円，Ｃ地区約8,600千

円であった。

⑶ 効果額の算定

Ｂ地区の効果額の算定

水洗化によるトイレの清掃費用節減額

＝｛24時間／年・戸×1,010円／時間＋1,650

円／年・戸｝×289戸＝7,482円／年

１人当たりし尿発生量

＝1.00ℓ／人・日×365日／1,000

＝0.37m／人・年

表4.12 維持管理費節減効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

掃除等の時間の短縮 時間/年・戸 ① 24 24 －

作業人件費 円/時間 ② 1,010 1,010 －

薬剤などの節減額 円/年・戸 ③ 1,650 1,650 －

処理施設普及戸数 戸 ④ 289 513 802

水洗化によるトイレの清掃費
用節減額

千円/年 ⑤＝(①×②＋③)×④/1,000 7,482 13,282 20,764

１人当たりし尿量 ℓ/人・日 ⑥ 1.00 1.00 －

１人当たりし尿発生量 m/人・年 ⑦＝⑥×365日/1,000 0.37 0.37 －

し尿処理施設における年間総
費用

千円/年 ⑧ 162,284 162,284 －

し尿処理施設における処理量 kℓ/年 ⑨ 9039.9 9039.9 －

し尿発生量当たり処理経費 千円/m ⑩＝⑧/⑨ 18.0 18.0 －

処理施設普及人口 人 751 1,334 2,085

くみ取りし尿の処理費 千円/年 ＝⑦×⑩× 5,002 8,884 13,886

水洗化後水道利用増加量 m/年・戸 47.5 47.5 －

水道料金 円/m 210 210 －

処理施設普及戸数 戸 289 513 802

水洗化による水道料金の増加
額

千円/年 ＝ × × /1,000 2,883 5,117 8,000

農業集落排水処理施設の運転
経費

千円/年 6,900 8,600 15,500

維持管理費節減効果額 千円/年 ＝(⑤＋ )－( ＋ ) 2,701 8,449 11,150

註：掃除などの時間の短縮，薬剤の節減額などの維持管理に関しては，『マニュアル（案）』に示されている

参考値を援用した。作業人件費（円/時間）は農林水産省大臣官房統計情報部［2002］，農林水産省統計

情報部［2001］による。１人当たりし尿量は，１人当たりし尿量の平均値として農業集落排水事業諸基

準等作成全国検討委員会［2002］による。し尿処理施設における年間総費用ならびにし尿処理施設にお

ける処理量，農業集落排水処理施設の運転経費は，地元聴き取り調査による。水洗化前後の水道利用量

は，農業集落排水事業諸基準等作成全国検討委員会［2002］による。

表4.13 環境衛生センターの施設概要

構成町村 Ａ町を含む３町１村

敷地面積 約12,000m
建築面積 830.1m
延床面積 1,388.7m
着工 平成６年７月

竣工 平成８年３月

処理方式 高負荷脱窒素処理方式＋高度処理（砂ろ過＋活性炭吸着）

処理能力 25kℓ/日（し尿：22.8kℓ/日，浄化槽汚泥：2.2kℓ/日）

資料：環境衛生センターパンフレット［1996］により作成。
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し尿発生量当たり処理経費

＝162,284千円／年／9,039.9kℓ／年

＝18千円／m

くみ取りし尿の処理費

＝0.37m／人・年×18.0千円／m×751人

＝5,002千円／年

水洗化による水道料金の増加額

＝47.5m／年・戸×210円／m×289戸

＝2,883千円／年

農業集落排水処理施設の運転経費

＝6,900千円／年

維持管理費節減効果額

＝(7,482円／年＋5,002千円／年）－(2,883千

円／年＋6,900千円／年）

＝2,701千円／年

Ｃ地区の効果額の算定

水洗化によるトイレの清掃費用節減額

＝｛24時間／年・戸×1,010円／時間＋1,650

円／年・戸｝×513戸＝13,282円／年

１人当たりし尿発生量

＝1.00ℓ／人・日×365日／1,000

＝0.37m／人・年

し尿発生量当たり処理経費

＝162,284千円／年／9,039.9kℓ／年

＝18千円／m

くみ取りし尿の処理費

＝0.37m／人・年×18.0千円／m×1,334人

＝8,884千円／年

水洗化による水道料金の増加額

＝47.5m／年・戸×210円／m×513戸

＝5,117千円／年

農業集落排水処理施設の運転経費

＝8,600千円／年

維持管理費節減効果額

＝(13,282円／年＋8,884千 円／年）－(5,117

千円／年＋8,600千円／年）＝8,449千円／年

D．農業外効果の測定結果と考察

農業外効果の測定結果の総括を表4.14に示

す。Ｂ地区の農業外効果の内訳は，水洗化によ

る生活快適性向上効果112,537千円，水周り利

便性向上効果32,368千円，農村空間快適性向上

効果15,173千円，公共用水域水質保全効果

13,612千円，衛生水準向上効果17,965千円，維

持管理費節減効果2,701千円である。Ｃ地区の

農業外効果の内訳は，水洗化による生活快適性

向上効果199,762千円，水周り利便性向上効果

57,456千円，農村空間快適性向上効果26,933

千円，公共用水域水質保全効果24,162千円，衛

生水準向上効果41,918千円，維持管理費節減効

果8,449千円である。以上から，分析対象地区

であるＢ地区およびＣ地区の農業外効果の項目

別年効果額合計と農業外効果額合計に対する効

果項目別割合は，水洗化による生活快適性向上

効果312,299千円，56.5％，水周り利便性向上

効果89,824千円，16.2％，農村空間快適性向上

効果42,106千円，7.6％，公共用水域水質保全

効果37,774千円，6.8％，衛生水準向上効果

59,883千円，10.8％，維持管理費節減効果

11,150千円，2.1％であり，農業外効果額合計は

553,036千円／年という結果を得た。

本章で得られた結果をふまえて，表4.15に示

した他の事例地区における事前評価の効果額の

試算結果との比較などを中心に考察を行う。

はじめに，農業外効果額合計に占める効果項

表4.14 農業外効果の総括（年効果額)

項 目 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計 割 合

千円 千円 千円 ％

水洗化による生活快適性向上効果 112,537 199,762 312,299 56.5

水周り利便性向上効果 32,368 57,456 89,824 16.2

農村空間快適性向上効果 15,173 26,933 42,106 7.6

公共用水域水質保全効果 13,612 24,162 37,774 6.8

衛生水準向上効果 17,965 41,918 59,883 10.8

維持管理費節減効果 2,701 8,449 11,150 2.1

計 194,356 358,680 553,036 100.0
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目別割合に注目する。本章で得られた農業外効

果の測定結果から，農業外効果額合計において

最も高い割合を占める効果項目は，水洗化によ

る生活快適性向上効果であった。その割合は

56.5％で農業外効果額全体の５割以上を占め

る。次いで高い割合を占める効果項目は，水周

り利便性向上効果で，水洗化による生活快適性

向上効果および水周り利便性向上効果の２効果

合計で，農業外効果額合計の７割以上を占めて

おり，居住環境の向上効果の高さがうかがえる。

表4.15に示した他の事例Ｅ地区およびＦ地区

における事前評価としての効果額の試算結果に

おいても最も高い割合の効果項目は水洗化によ

る生活快適性向上効果であった。水洗化による

生活快適性向上効果割合が最も高い点では表

4.15に示した他の事例Ｅ地区およびＦ地区に

おける事前評価としての効果額の試算結果と同

じ傾向である。

次に，CVM によって事業効果の測定を行っ

た水洗化による生活快適性向上効果，水周り利

便性向上効果，農村空間快適性向上効果，公共

用水域水質保全効果，の４項目の農業外効果に

関して一世帯当たりの支払意志額の推定結果に

注目する。表4.15に示した他の事例Ｅ地区およ

びＦ地区における事前評価としての年効果額合

計額を事業計画戸数によって除した一世帯当た

りの支払意志額の推定結果を表4.16に示す。他

の事例Ｅ地区およびＦ地区の４項目の農業外効

果は効果額および効果項目別割合ともに両地区

はほぼ同じ傾向を示している。すなわち，水洗

化による生活快適性向上効果約200千円で約６

割。水周り利便性向上効果約60千円で約２割。

農村空間快適性向上効果約25千円で約１割。公

共用水域水質保全効果25千円で約１割である。

事例Ｅ地区およびＦ地区の４項目の農業外効果

項目別割合では，本章で得られた農業外効果の

測定結果と同じ傾向を示しているが，本章で得

られた農業外効果の測定結果の効果額は，事例

Ｅ地区および事例Ｆ地区の効果額の約２倍と

なっている点が特徴的である。これは，農業集

落排水事業の受益者である住民が，農業集落排

水事業の実施によって得られた水洗化による生

活の快適性などの効果を，事業実施前に仮想評

価していた以上に高く評価したものだと推察さ

れる。

E．小 括

本章では事業実施後の各種効果の発現状況の

把握および事前評価の検証など事後評価を試み

ることの重要性から，事業完了地区を分析対象

として，農業集落排水事業の農業外効果の測定

を行うことを目的とした。

効果の測定にあたり事業の実施によって発現

したことが明確な効果のみを対象とし，係数を

整理のうえ，①水洗化による生活快適性向上効

果，②水周り利便性向上効果，③農村空間快適

性向上効果，④公共用水域水質保全効果，の４

項目の農業外効果についてはCVM によって測

定を行った。一方，⑤衛生水準向上効果，⑥維

持管理費節減効果，の２項目の農業外効果につ

いては，直接法および代替法によって測定を

表4.15 農業外効果の試算結果の比較（年効果額)

Ｂ・Ｃ地区 事例Ｅ地区 事例Ｆ地区

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

水洗化による生活快適性向上効果 312,299 56.5 91,799 42.8 33,517 41.3

水周り利便性向上効果 89,824 16.2 27,466 12.8 10,027 12.4

農村空間快適性向上効果 42,106 7.6 10,752 5.0 3,926 4.8

公共用水域水質保全効果 37,774 6.8 10,201 4.8 3,725 4.6

衛生水準向上効果 59,883 10.8 50,291 23.4 27,698 34.1

維持管理費節減効果 11,150 2.1 24,123 11.2 2,287 2.8

計 553,036 100.0 214,632 100.0 81,180 100.0

資料：事例Ｅ地区は，谷山［2000］より引用。事例Ｆ地区は，農林水産省構造改善局事業計画課・設計課海

外土地改良技術室［1998］より引用。
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行った。係数の整理にあたっては，対象地区に

おいて現地調査を行いデータを収集したが，事

後的に評価することが困難な場合などは，関連

統計資料や『マニュアル（案）』の参考値を採用

のうえで係数などを設定した。

本章で得られた結果を以下にまとめる。

①農業外効果の中で最も高い割合の効果は，

水洗化による生活快適性向上効果であった。そ

の割合は事前評価における従来の分析結果に比

べても高く，農業外効果額全体の５割以上を占

めた。②水洗化による生活快適性向上効果およ

び水周り利便性向上効果の２効果合計で，農業

外効果額合計に占める割合が７割を超えてお

り，居住環境の向上効果の高さがうかがえた。

③水洗化による生活快適性向上効果，水周り利

便性向上効果，農村空間快適性向上効果，公共

用水域水質保全効果，の４項目の農業外効果一

世帯当たりの支払意志額は，従来の事前評価の

測定結果に比べても高く約２倍の推定結果と

なった。これは，農業集落排水事業の受益者で

ある住民が，農業集落排水事業の実施によって

得られた水洗化による生活の快適性などの効果

を，事業実施前に仮想評価していた以上に高く

評価したものだと推察される。

第IV章 註

本節の記述は，農林水産省構造改善局計画

部事業計画課［2000］による。

『マニュアル（案）』は農林水産省構造改善

局計画部事業計画課［2000］である。以下

同じ。

事業評価者は，事業内容を明確かつ具体的

に理解し事業により発現する便益を享受し

ている者が望ましい。本論文における評価

対象は事業が完了した農業集落排水事業で

あることから，事業便益の発現状況は明確

であり受益者も特定される。よって，事業

を評価するアンケートの被験者は，供用が

開始された施設により事業便益を享受して

いる世帯とすることが妥当であると判断さ

れる。本論文では，農業集落排水事業によっ

て施設が供用されている全世帯を対象にア

ンケートを実施し，事業により発現する便

益に対する支払意志額をたずねる。

戦略バイアスとは，自己の回答が調査結果

や政策に与える影響を考えて回答すること

によって生じるバイアスのことである。

支払い手段によく使われるのが税金や基金

である。税金は支払いの強制力があるもの

の，日本国内では税金に対する心理的抵抗

感が強いことや，特定の目的に税金を使う

ことが非現実的であるなどの欠点があると

の指摘もある。

単独浄化槽および風呂・台所などの耐用年

数15年を設定した。

還元率は，次式により算定した。

c＝
i×(1＋i)
(1＋i)－1

ただし，c：還元率，i：割引率（４％），

n：期間（15年）

費用便益分析に平均値を採用することが適

切であるとのヨハンソンの見解を，山本・

岡［1994］で述べている。

住居近隣生活環境被害水路とは，住居や通

表4.16 一世帯あたりの年支払意志額の推定

Ｂ・Ｃ地区 事例Ｅ地区 事例Ｆ地区

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

水洗化による生活快適性向上効果 389.4 64.9 208.6 65.4 213.5 65.4

水周り利便性向上効果 112.0 18.6 62.4 19.6 63.9 19.6

農村空間快適性向上効果 52.5 8.7 24.4 7.7 25.0 7.7

公共用水域水質保全効果 47.1 7.8 23.2 7.3 23.7 7.3

計 601.0 100.0 318.6 100.0 326.1 100.0

資料：事例Ｅ地区は，谷山［2000］より引用。事例Ｆ地区は，農林水産省構造改善局事業計画課・設計課海

外土地改良技術室［1998］より引用。
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学路など歩行者が多い道路に近接するなど

日常の生活環境に密接し，悪化した水質の

流入によって悪臭などの影響があった水路

とする。

その他生活環境被害水路とは，住居などに

近接せず日常の生活環境からやや離れては

いるが，悪化した水質の流入によって悪臭

などの影響があった水路とする。

分析対象地区のＡ町における農業集落排水

事業担当者に対する面接調査（第１回目：

2003年１月10日午後１時から午後３時ま

でＡ町役場会議室において実施。第２回

目：2003年２月27日午後１時から午後３

時までＡ町役場会議室において実施）によ

る。

工事費積算関係資料とは，平成14年度施行

土地改良事業等に適用している北海道農政

部（2001）『平成13年度施行土地改良事業

等適用歩掛表』などである。

＊11に同じ。

環境衛生センターは，し尿を広域的に処理

するためにＡ町を含む３町１村によって構

成される事務組合により運営されている。

1968年１月に設立，1969年２月より操業を

開始した。その後施設の老朽化に加え構成

町村の下水道整備にともなう水洗化動向と

その整合を図る必要から，整備計画のもと

施設を更新し現在にいたる。施設の処理能

力などを表4.13に示す。

＊11に同じ。

第V章 事業完了地区における農業集落

排水事業の農業効果の測定

A．本章の目的

農村地域では混住化および生活様式の多様化

の進展にともない，生活雑排水が増加し，加え

て，汚水処理施設整備の立ち遅れのため，農業

用水の水質汚濁が進行している。農業用水の水

質汚濁は，さらに，農作物の生育障害，農業用

用排水施設の機能低下など農業生産条件の悪化

を招いている。こうした水質保全を中心とする

農業生産環境の改善を必要とする地域では，農

業集落排水事業の実施がのぞまれる。農業集落

排水事業によってもたらされる効果は，農業生

産などにかかる農業効果および農村の生活環境

改善などにかかる農業外効果に分類されること

はすでに述べた。費用対効果分析が導入され事

前評価が行われている農業集落排水事業の事業

効果の測定には，生活環境の改善効果に関する

測定を中心に，CVM など定量化手法の開発お

よび策定が進められている。一方で，農業集落

排水事業の農業効果の定量的な効果把握につい

ても，農業外効果同様，いまなお検討が続けら

れ試行的段階にある。しかし，農業集落排水事

業の事業効果測定は，新規採択時の評価制度に

もとづくものであり事後評価は行われておら

ず，定性分析を中心とする効果項目が多い。事

業評価の観点から，事業完了地区を対象として，

農業集落排水事業の事業効果を測定することは

事前評価同様重要であると考える。前章では，

農業集落排水事業が，農業農村整備事業のなか

でも農村整備に重点がおかれている事業工種で

あることに着目して，農村生活環境の改善の視

点にたち，水洗化による生活快適性向上効果な

ど６項目の効果の農業外効果の測定を行った。

そこで本章では，前章同様，事業完了後の各

種効果の発現状況の把握および事前評価の検証

など事後評価を試みることの重要性から，農業

外効果の測定に引き続き，事業完了地区を対象

とした農業集落排水事業の農業効果の測定を行

うことを目的とする。なお，本章における分析

対象地区は，事業完了地区における農業集落排

水事業の農業外効果に関する分析を行った前章

と同地区のＡ町Ｂ地区およびＣ地区とする。

B．農業効果の整理

農業集落排水事業による事業効果に関する体

系と整理は既に第 章で示した。事業のフロー

効果およびストック効果，さらには直接効果お

よび間接効果などによる効果分類を行った結果

によれば，前章で測定した農業外効果以外の効

果として農業効果は以下に示す大分類３項目，

小分類７項目である。

１．農業被害軽減効果（①農作物被害解消効

果②営農経費節減効果③不快農作業解消効果）

２．農業用用排水施設保全効果（④用排水施

設維持管理軽減効果⑤不快用排水施設維持管理
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作業解消効果）

３．地域資源有効利用効果（⑥処理水リサイ

クル効果⑦汚泥農地還元効果）

以上の事前評価の効果を参考としつつ，本論

文における事後評価の各効果の考え方と定義を

あらためて以下に示す。

①農作物被害解消効果の考え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，生活雑

排水が流入することによって，農業用水が汚濁

され水質が悪化し，周辺の同条件の農地に比べ

単位面積当たりの収穫量の減少および品質が低

下することがある。農業集落排水事業の実施に

よって，生活雑排水が処理され，農業用水の水

質は改善される。その結果，これまで農業用水

の水質汚濁によって低下していた農地の単位面

積当たり収穫量および品質が水質汚濁のない農

地における収穫量および品質まで回復する。農

業集落排水事業の実施によって，農業用水の水

質が改善され，農作物の収量が増加する効果と

品質が向上する効果をあわせて，農作物被害解

消効果と定義する。

②営農経費節減効果の考え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，農業用

水路へ生活雑排水が流入することによって，農

業用水が汚濁され水質が悪化する場合がある。

そのため，過繁茂により稲が倒伏するなどが原

因で，周辺の同条件の農地に比べ営農効率が低

下し農作業時間が通常よりも必要である。農業

集落排水事業の実施によって，生活雑排水が処

理され農業用水路へ生活雑排水が流入しなくな

ることで，農業用水の水質が改善される。その

結果，過繁茂による稲の倒伏などの被害が解消

され，営農時間が周辺農地と同程度となる。農

業集落排水事業の実施によって，農業用水の水

質が改善され，過繁茂による稲の倒伏が解消さ

れ営農時間が節減される効果を，営農経費節減

効果と定義する。

③不快農作業解消効果の考え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，ほ場内

の農業用水路へ生活雑排水が流入することに

よって，農業用水が汚濁されて悪臭などが生じ

る場合がある。また，汚濁された農業用水を利

用している農地では作業に不快感がともなって

いる。農業集落排水事業の実施によって，生活

雑排水が処理され，ほ場内の農業用水路へ生活

雑排水が流入しなくなることで，農業用水の水

質が改善される。汚濁によって悪臭を放ち不快

感をともなっていた農作業も水質の改善によっ

て解消される。農業集落排水事業の実施によっ

て，農業用水の水質が改善され農作業にともな

う不快作業が解消される効果を，不快農作業解

消効果と定義する。

④用排水施設維持管理軽減効果の考え方と定

義

農業集落排水事業実施前の地区では，農業用

用排水路における泥などの堆積，水路および水

路を流れる水の汚濁，ゴミの投機などが発生す

る場合がある。農業集落排水事業の実施によっ

て，生活雑排水が処理され水質が良好になり，

泥の堆積が減少する。また，水路と水質の改善，

ゴミの投機の減少などにより，清掃作業にかか

る労働が軽減される。農業集落排水事業の実施

によって，農業用用排水施設の維持管理作業が

軽減される効果を，用排水施設維持管理軽減効

果と定義する。

⑤不快用排水施設維持管理作業解消効果の考

え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，農業用

用排水路の清掃や草刈りが住民の出役で行われ

る場合が多く，水質汚濁による悪臭の発生など

のため不快な作業となる場合がある。農業集落

排水事業の実施によって，農業用用排水路の水

質が改善され，悪臭の発生などが軽減し，農業

用用排水路の清掃などの作業にともなう不快感

が解消される。農業集落排水事業の実施によっ

て，農業用水の水質が改善され農業用用排水路

の清掃などの作業にともなう不快作業が軽減さ

れる効果を，不快用排水施設維持管理作業解消

効果と定義する。

⑥処理水リサイクル効果の考え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，生活雑

排水が未処理のため水質が十分に改善されてい

ない場合がある。農業集落排水事業の実施に

よって，農業集落排水施設の処理水が良好な水

質となり，農業用用排水路に還元され，農業用

水，地域用水などとして再利用される。農業集
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落排水事業の実施によって処理水が農村地域で

貴重な水資源として再利用される効果を，処理

水リサイクル効果と定義する。

⑦汚泥農地還元効果の考え方と定義

農業集落排水事業実施前の地区では，くみ取

りし尿はし尿処理場で処理され，農地に還元さ

れることがない。農業集落排水施設から引き抜

かれる汚泥の一部はコンポスト化を経て，有機

肥料として地域の農地に還元される。汚泥の農

地還元によって，地域内での有機物のリサイク

ルが促進され，環境汚染の防止，汚泥処分費の

節減，化学肥料の節減，有機農業の推進などの

効果がえられる。農業集落排水事業の実施に

よって，汚泥が農地還元され，環境汚染の防止

や，化学肥料が節減される効果，有機農業の推

進による農業生産性が向上する効果などを，汚

泥農地還元効果と定義する。

C．農業効果の測定方法と効果額の算定

農作物被害解消効果，営農経費節減効果，不

快農作業解消効果，用排水施設維持管理軽減効

果，不快用排水施設維持管理作業解消効果，処

理水リサイクル効果，汚泥農地還元効果の７項

目の農業効果について直接法および代替法に

よって測定する。係数の整理にあたっては，対

象地区において現地調査を行いデータを収集す

るが，事後的に評価することが困難な場合など

は，『マニュアル（案）』 の参考値などを採用の

うえで係数を設定する。

a．農作物被害解消効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

農作物被害解消効果額は，農業集落排水事業

の事業実施前の農業用水の水質における農作物

の収穫量および品質と，事業実施後の農業用水

の水質における農作物の収量および品質の対比

によって増収額を算定する。

①収量増加の効果を測定するため，当該地区

で水質被害が発生していた農作物被害面積を把

握し，水質被害が発生していた事業実施前の農

地における農作物の平均反収と事業実施後の被

害解消農地における農作物の平均反収を把握す

る。

②品質向上の効果を測定するため，当該地区

で水質被害が発生していた事業実施前の農地と

事業実施後の被害解消農地における農作物の最

近５ヵ年間の販売実績から，事業実施前の農作

物単価と事業実施後の農作物単価を把握する。

③対象農作物の純益率を，「土地改良事業にお

ける経済効果の測定に必要な諸係数につい

て」 より把握する。

④農作物ごとに，面積当たりの収量増加分，

品質向上分を算定し，それらを合計し，農作物

ごとの面積当たり農作物被害解消額を確定す

る。

収量増加分（円／10a・年）

＝(事業実施後単収（kg／10a）－事業実施前単

収（kg／10a））×事業実施前農作物単価（円／

kg）×純益率（％）

品質向上分（円／10a・年）

＝事業実施後単収（kg／10a）×(事業実施後農

作物単価（円／kg）－事業実施前農作物単価

（円／kg））

面積当たり農作物被害解消額（円／10a・年）

＝収量増加分＋品質向上分

⑤面積当たり農作物被害解消額に被害面積を

乗じて農作物被害解消額を農作物ごとに算定し

その合計を農作物被害解消効果額とする。

農作物被害解消効果額（千円／年）

＝面積当たりの農作物被害解消額（円／10a・

年）×農作物被害面積（10a）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.1.1に示す。

当該地区で水質被害が発生していた被害作目，

農作物被害面積，事業実施前の農地における農

作物の平均単収などに関して地元聴き取り調

査 を行った。当該地区で水質被害が発生して

いた作物は水稲で，その被害面積はＢ地区21.5

ha，C地区32.3haであった。地元聴き取り調査

の結果をふまえて，事前評価手法にしたがい，

事業実施による農作物（水稲）の収量増加効果

と品質向上効果の算定を行った。算定に当たり

水稲基準単収を表5.1.2および表5.1.3に示

す。Ｃ地区にかかる事業実施前後の基準単収の

差（527kg／10a－516kg／10a）は正（11kg／

10a）であるが，Ｂ地区にかかる事業実施前後の

基準単収の差（516kg／10a－521kg／10a）は

負（△５kg／10a）となる。作物の基準単収は
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水質に左右されるものの，その変動要因は水質

にとどまらない。作物の単収は水質に加え気象

条件や営農条件の影響も大きいと考えられる。

水稲の基準単収の差が正負いずれの場合でもそ

の要因をさぐり，その条件から水質に関する要

因を抽出することは困難である。また，事前評

価手法のような大胆な仮定・仮説のもとで試算

を行うことは，この場合事後評価として適切で

はないと考える。よって，本論文における収量

増加分の効果額の算定は行わない。一方，品質

向上分に関しては，表5.1.4の米穀政府買入価

格表に示すように，年年米価は下落しつづけて

いる。しかし，事前評価手法の参考例に示され

ているように類別１等米と２等米の差額をもっ

て効果を評価し効果額の算定を行うことは可能

である。したがって，品質向上分の農作物被害

解消効果の算定は，事前評価で行われている経

年変化の平均額ではなく，表5.1.5および表

5.1.6から表5.1.7および表5.1.8に示すよう

に，各地区事業実施前後５年計10年間の類別１

等米と２等米の差額の平均額をもって算定基礎

とすることを提案する。すなわち，Ｂ地区は

1989年から1998年までの類別１等米と２等米

の平均額を，Ｃ地区は1992年から2001年まで

の類別１等米と２等米の平均額をもとめた。な

お，優れた道産米の産地として全道的にも知ら

れているＡ町における主力品種は「ほしのゆめ」

「きらら397」である。「ほしのゆめ」「きらら

397」に該当する５類 (1989年から1997年ま

で）と４類（1998年から）を算定対象とした。

⑶ 効果額の算定

Ｂ地区の品質向上分

＝516kg／10a×5.5円／kg

＝2,838円／10a・年

Ｃ地区の品質向上分

＝527kg／10a×5.4円／kg

＝2,846円／10a・年

Ｂ地区の農作物被害解消効果額

＝2,838円／10a・年×215（10a）／1000

＝610千円／年

Ｃ地区の農作物被害解消効果額

＝2,846円／10a・年×323（10a）／1000

＝919千円／年

b．営農経費節減効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

営農経費節減効果額は，事業の実施による労

働時間の節減額を算定する。

①当該地区において事業実施前に水質汚濁に

より営農効率が低下し，農作業時間が通常より

も必要であった農作業負荷被害面積を把握す

る。

②事業実施前に被害が発生していた農地にお

ける営農経費と事業実施後の営農経費から，面

積当たり営農経費の節減額を把握する。

表5.1.1 農作物被害解消効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

被害作目 水稲 水稲 －

農作物被害面積 ha ① 21.5 32.3 53.8

事業実施前の農地における作物反収 kg/10a ② 521 516 －

事業実施後の農地における作物反収 kg/10a ③ 516 527 －

事業実施前の作物単価 円/kg ④ 16,495 15,579 －

事業実施後の作物単価 円/kg ⑤ 15,571 15,040 －

純益率 ％ ⑥ 77 77 －

収量増加分 円/10a ⑦＝(③－②)×④×⑥/100 －

品質向上分 円/10a ⑧＝③×米価の差額 2,838 2,846 －

面積当たり農作物被害解消額 円/10a ⑨＝⑦＋⑧ 2,838 2,846 －

農作物被害解消効果額 千円 ⑩＝①×10×⑨/1,000 610 919 1,529

註：当該地区で水質被害が発生していた被害作目，農作物被害面積は地元聴き取り調査による。事業実施前

後の農地における作物反収は表5.1.2および表5.1.3による。事業実施前後の作物単価は表5.1.5およ

び表5.1.6による。純益率は「土地改良事業における経済効果の測定に必要な諸係数について」による。
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面積当たり営農経費の節減額（円／10a・年）

＝事業実施前に被害が発生していた農地におけ

る面積当たり営農経費（円／10a・年）－被害が

解消された農地における面積当たり営農経費

（円／10a・年）

③面積当たり営農経費の節減額に農作業負荷

被害面積を乗じて，営農経費節減効果額を算定

する。

営農経費節減効果額（千円／年）

＝面積当たり営農経費の節減額（円／10a・

表5.1.3 Ｃ地区における水稲基準単収

単位：kg/10a

集落
年 a  b  c  d

1992 533 542 547 493

1993 532 541 546 492

1994 519 522 523 489

1995 521 525 526 493

1996 527 530 529 496

集落平均単収 526 532 534 493

地区平均単収 516

1997 517 533 532 499

1998 528 537 535 513

1999 544 547 546 513

2000 545 547 546 512

2001 528 523 538 512

集落平均単収 532 537 539 510

地区平均単収 527

註：農業共済組合調べ。集落平均単収は異常気象年を除く５ヵ年平均。地区平

均単収は各集落面積の加重平均。

表5.1.2 Ｂ地区における水稲基準単収

単位：kg/10a

集落
年 a  b  c  d

1989 520 535 540 486

1990 524 538 542 488

1991 530 544 548 494

1992 533 542 547 493

1993 532 541 546 492

集落平均単収 528 540 545 491

地区平均単収 521

1994 519 522 523 489

1995 521 525 526 493

1996 527 530 529 496

1997 517 533 532 499

1998 528 537 535 513

集落平均単収 522 529 529 498

地区平均単収 516

註：農業共済組合調べ。集落平均単収は異常気象年を除く５ヵ年平均。地区平

均単収は各集落面積の加重平均。

北海道大学大学院農学研究科邦文紀要 第27巻 第1号60



表5.1.4 米穀政府買入価格

単位：正味60kg当たり・円

年次 類別
等級 １類 ２類 ３類 ４類 ５類 ５類

１等 17,015 16,865 16,615 16,265 16,015 15,865
1989 ２等 16,695 16,545 16,295 15,945 15,695 15,545

３等 15,295 14,945 14,695 14,545

１等 16,772 16,622 16,372 16,022 15,772 15,622
1990 ２等 16,452 16,302 16,052 15,702 15,452 15,302

３等 15,052 14,702 14,452 14,302

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1991 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1992 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1993 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1994 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1995 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,666 16,516 16,266 15,916 15,666 15,516
1996 ２等 16,346 16,196 15,946 15,596 15,346 15,196

３等 14,946 14,596 14,346 14,196

１等 16,492 16,342 16,092 15,742 15,492 15,342
1997 ２等 16,172 16,022 15,772 15,422 15,172 15,022

３等 14,772 14,422 14,172 14,022

１等 16,141 15,991 15,741 15,391 14,991
1998 ２等 15,821 15,671 15,421 15,071 14,671

３等 14,324

１等 15,950 15,800 15,550 15,200 14,800
1999 ２等 15,630 15,480 15,230 14,880 14,480

３等 14,133

１等 15,562 15,021 15,162 14,812 14,412
2000 ２等 15,242 15,092 14,842 14,492 14,092

３等 13,745

１等 15,171 15,021 14,771 14,421 14,021
2001 ２等 14,851 14,701 14,451 14,101 13,701

３等 13,354

１等 14,675 14,525 14,275 13,925 13,525
2002 ２等 14,355 14,205 13,955 13,605 13,205

３等 12,858

資料：札幌食糧事務所企画調整課作成資料より引用。

註：５類 とは，５類 以外の品種をさす。
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年）×農作業負荷被害面積（10a）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.2.1に示す。

当該地区において事業実施前に水質汚濁により

営農効率が低下し，農作業時間が通常よりも必

要であった農作業負荷被害作物，農作業負荷被

害面積などに関して地元聴き取り調査 を

行った。当該地区で農作業時間が通常よりも必

要であった農作業負荷被害作物は水稲で，その

被害面積はＢ地区21.5ha，C地区32.3haで

あった。労働経費に関しては表5.2.2に示すよ

うに，新規採択計画時に用いる標準的な営農経

費節減効果のうちほ場内作業経費分に関する数

値のみを用いた。事業実施前営農経費は

318,183円／ha，事業実施後営 農 経 費 は

295,052円／haで節減額は23,131円／haとし

た。

⑶ 効果額の算定

面積当たり労働経費の節減額

31,818.3円／10a・年－29,505.2円／10a・年

＝2,313.1円／10a・年

Ｂ地区の営農経費節減効果額

表5.1.5 Ｂ地区にかかる米価の算定

単位：正味60kg当たり・円

年次 １等 ２等

1989 18,241 17,877

1990 17,255 16,904

1991 16,465 16,129

1992 16,183 15,852

1993 16,042 15,714

平均 16,837 16,495

1994 15,964 15,638

1995 15,729 15,407

1996 15,603 15,285

1997 15,198 14,884

1998 15,360 15,041

平均 15,571 15,251

註：表5.1.4より作成。

表5.1.6 Ｃ地区にかかる米価の算定

単位：正味60kg当たり・円

年次 １等 ２等

1992 16,183 15,852

1993 16,042 15,714

1994 15,964 15,638

1995 15,729 15,407

1996 15,603 15,285

平均 15,904 15,579

1997 15,198 14,884

1998 15,360 15,041

1999 15,322 14,999

2000 14,901 14,579

2001 14,421 14,101

平均 15,040 14,721

註：表5.1.4より作成。

表5.1.7 Ｂ地区にかかる米価差額の算定

単位：円

年次 １等と２等の差額

1989 364

1990 351

1991 336

1992 331

1993 328

1994 326

1995 322

1996 318

1997 314

1998 319

平均 331

正味 kg当たり 5.5

註：表5.1.5より作成。

表5.1.8 Ｃ地区にかかる米価差額の算定

単位：円

年次 １等と２等の差額

1992 331

1993 328

1994 326

1995 322

1996 318

1997 314

1998 319

1999 323

2000 322

2001 320

平均 322

正味 kg当たり 5.4

註：表5.1.6より作成。
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23,131円／ha・年×21.5ha

＝497千円／年

Ｃ地区の営農経費節減効果額

23,131円／ha・年×32.3ha

＝747千円／年

c．不快農作業解消効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

不快農作業解消効果額は，農業集落排水事業

の実施前の農作業のうち，不快な作業が被害面

積で発生していたことから，被害面積における

農作業時間に支払うべき不快作業付加手当が節

減されると想定し評価する。

①当該地区で，事業実施前に悪臭被害などに

よる不快作業が発生していた面積や，水質被害

は生じていないが隣接する水路からの悪臭被害

が生じていた農地も農作業被害面積として把握

する。

②当該地区の事業実施前の面積当たり労働時

間を把握する。労働時間は，ほ場に直接投入さ

れる農作業時間のみとする。

③当該地区における不快な農作業にともなう

付加手当てのデータを把握する。

④面積当たり労働時間に，不快被害面積と不

快作業付加手当を乗じて不快農作業解消効果額

を算定する。

不快農作業解消効果額（千円／年）

＝面積当たり労働時間（時間／10a・年）×不快

被害面積（10a）×不快作業付加手当（円／時

間）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.3に示す。当

該地区で，事業実施前に悪臭被害などによる不

快作業が発生していた農作業被害面積などに関

して地元聴き取り調査 を行った。被害面積は

Ｂ地区21.5ha，C地区32.3haであった。当該

地区の面積当たり労働時間は，『平成12年産

米及び麦類の生産費』における水稲作の戸当た

り面積7.0ha以上10.0ha未満規模の直接労

働時間5.02時間／10aとした。当該地区にお

ける不快な農作業にともなう付加手当てのデー

タは，労働省（平成11年）『賃金労働時間制度

等総合調査』および厚生労働省（平成13年）『毎

月勤労統計調査』の統計データを用いた。これ

らの統計データによれば，月当たりの特殊作業

手当は12,768円，常用労働者１人平均月間実労

働時間数は事業所規模５人以上30人未満調査

産業計の年度平均実数は152.6時間となってい

る。特殊作業手当に関しては，1999年度の数値

であるので，支出済費用換算係数によって2001

年度の現在価値に修正した。よって，不快作業

付加手当ては，

12,768円×1.008／152.6時間

＝84.3円／時間

となる。

⑶ 効果額の算定

Ｂ地区の不快農作業解消効果額

＝21.5ha×10×5.02時間／10a・年×84.3円

／時間／1000

＝91千円／年

Ｃ地区の不快農作業解消効果額

＝32.3ha×10×5.02時間／10a・年×84.3円

／時間／1000

＝137千円／年

d．用排水施設維持管理軽減効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

用排水施設維持管理軽減効果額は，事業実施

表5.2.1 営農経費節減効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

被害作目 水稲 水稲 －

農作業負荷被害面積 ha ① 21.5 32.3 53.8

事業実施前の面積当たり労働経費 円/10a ② 31,818.3 31,818.3 －

事業実施後の面積当たり労働経費 円/10a ③ 29,505.2 29,505.2 －

面積当たり労働経費の節減額 円/10a ④＝②－③ 2,313.1 2,313.1 －

営農経費節減効果額 千円 ⑤＝①×10×④/1,000 497 747 1,244

註：農作業負荷被害作物，農作業負荷被害面積は地元聴き取り調査による。労働経費は表5.2.2による。
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前と事業実施後の農業用用排水施設の維持管理

作業にかかる経費の差によって算定する。

①事業実施前と事業実施後の農業用用排水施

設の単位延長当たり維持管理作業費用，当該地

区において泥の堆積やゴミの投棄などの被害の

ある農業用用排水路延長を現地調査などにより

把握する。

事業実施前および事業実施後における単位延

長当たり維持管理作業費用は以下による。

単位延長当たり１回作業時間

＝10m 当たり人力掘削床堀人区数×８時間／

100

単位延長当たり維持管理作業費用

＝単位延長当たり１回作業時間×平成13年度

標準労賃

②単位延長当たり維持管理作業節減額に当該

地区の被害農業用用排水路延長を乗じて，維持

管理作業の軽減額を算定する。

用排水施設維持管理軽減効果額（千円／年）

＝単位延長当たり維持管理作業節減額（円／

m・年）×当該地区の被害農業用用排水路延長

（m）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.4に示す。当

該地区において泥の堆積やゴミの投棄などの被

害があった農業用用排水路延長および事業実施

前と事業実施後の農業用用排水施設の単位延長

当たり維持管理作業費用などに関して地元聴き

取り調査 を行った。地元聴き取り調査の結

果，農業用用排水路の管理延長は，Ｂ地区約

2,400m，Ｃ地区約4,000mであった。その農業

用用排水路の維持管理作業は，Ａ町および地元

土地改良区により行われておらず町内会によっ

て自発的に行われている作業であった。また，

作業にともなう費用を特定することも不可能で

ある。さらに，これらの農業用用排水路につい

ては事業実施前後で維持管理作業回数（年４回）

に変化がないことが聞き取り調査の結果明らか

となった。よって，農業用用排水路など土地改

良施設の維持管理作業が事業実施後において軽

減されることはなく，用排水施設維持管理軽減

効果の発生は見込めないと考える。

e．不快用排水施設維持管理作業解消効果の

測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

不快用排水施設維持管理作業解消効果額は，

事業実施前の農業用用排水路の清掃などの作業

に不快な作業がともなっている場合，これが解

消されることから，事業実施前の農業用用排水

路における清掃作業に支払うべき不快作業付加

手当が節減されると想定し算定する。

①当該地区における事業実施前に被害が発生

していた農業用用排水路の水路延長，維持管理

作業を行っている年間回数，一回当たり作業時

間などを把握する。

②当該地区における不快な農作業にともなう

付加手当てのデータを把握する。

③維持管理作業時間に不快作業付加手当を乗

じて，不快用排水施設維持管理作業解消効果額

を算定する。

不快用排水施設維持管理作業解消効果額（千

円／年）

＝維持管理作業時間（時間／年）×不快作業付加

手当（円／時間）／1000

表5.3 不快農作業解消効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

不快被害面積 ha ① 21.5 32.3 53.8

面積当たり労働時間 時間/10a ② 5.02 5.02 －

不快作業付加手当 円/時間 ③ 84.3 84.3 －

不快農作業解消効果額 千円 ④＝①×10×②×③/1,000 91 137 228

註：農作業被害面積は地元聴き取り調査による。当該地区の面積あたり労働時間は，『平成12年産 米及び

麦類の生産費』における水稲作の戸あたり面積7.0ha以上10.0ha未満規模の直接労働時間5.02時

間/10aとした。当該地区における不快な農作業にともなう付加手当てのデータは，労働省（平成11年）

『賃金労働時間制度等総合調査』ならびに厚生労働省（平成13年）『毎月勤労統計調査』による。
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⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.5に示す。当

該地区における事業実施前に被害が発生してい

た農業用用排水路の水路延長，維持管理作業を

行っている年間回数などに関して地元聴き取り

調査 を行った。事業実施前に被害が発生して

いた農業用用排水路の水路延長はＢ地区約

2,400m，Ｃ地区約4,000mであった。維持管理

作業を行った年間回数は４回であった。一回当

たり作業時間は，人力掘削掘人区数などから以

下による。10m 当たり人力掘削床堀人区数は，

北海道農政部農村計画課［2001］より3.9人区。

10m 当たり作業時間は，10m 当たり人力掘削

床堀人区数3.9に労働時間８時間を乗じて

31.2時間。

3.9人区×８時間

＝31.2時間

平均堆積断面を0.1m とすると，単位延長当

たり１回作業時間は，10m 当たり作業時間を

100で除した

31.2時間／100

＝0.312時間／回・m

となる。

当該地区における不快な農作業にともなう付

加手当てのデータは，不快農作業解消効果額算

定で用いた84.3円／時間とした。

⑶ 効果額の算定

Ｂ地区の不快用排水施設維持管理作業解消効

果額

＝2,400m×４回／年×0.312時間／回・m×

84.3円／時間／1000

＝252千円／年

Ｃ地区の不快用排水施設維持管理作業解消効

果額

＝4,000m×４回／年×0.312時間／回・m×

84.3円／時間／1000

＝421千円／年

f．処理水リサイクル効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

処理水リサイクル効果額は，農業集落排水事

業の実施によって処理水が農業用水などとして

新たに利用できるようになったリサイクルの価

値によって算定する。

①農業集落排水処理施設の処理水が農業用水

や地域用水などとして再利用される年間日数

を，処理施設下流の農業用水や地域用水の利用

状況，用水系統などの考慮によって推計する。

②１人当たり日平均汚水量を把握する。

③年間再利用日数に１人当たり日平均汚水量

と処理施設普及人口を乗じて，年間総再利用水

表5.4 用排水施設維持管理軽減効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

農業用用排水路延長 m ① 2,400 4,000 6,400

10m 当り人力掘削床堀人区数 人区 ② 3.9 3.9 －

10m 当り作業時間 時間 ③＝②×８時間 31.2 31.2 －

平均堆積断面 m ④ 0.1 0.1 －

単位延長当り１回作業時間 時間/回・m ⑤＝③/100 0.312 0.312 －

作業費用 円/時間・回 ⑥＝⑤×1,670円 521 521 －

事業実施前作業回数 回 ⑦ 4 4 －

事業実施後作業回数 回 ⑧ 4 4 －

事業実施前維持管理作業費用 円/m・年 ⑨＝⑥×⑦ 2,084 2,084

事業実施後維持管理作業費用 円/m・年 ⑩＝⑥×⑧ 2,084 2,084

用排水施設維持管理軽減効果額 千円 ＝①×(⑨－⑩)/1,000 0 0 0

註：当該地区において泥の堆積やゴミの投棄などの被害があった農業用用排水路延長，ならびに事業実施前

と事業実施後の農業用用排水施設の単位延長当たり維持管理作業費用は地元聴き取り調査による。農業

用用排水路の維持管理作業は，Ａ町ならびに地元土地改良区により行われておらず町内会によって自発

的に行われている作業であった。また，作業にともなう費用を特定することも不可能である。さらに，

これらの農業用用排水路については事業実施前後で維持管理作業回数（年４回）に変化がないことが聞

き取り調査の結果明らかとなった。よって，用排水施設維持管理軽減効果は発現しない。
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量を算定する。

年間総再利用水量（m／年）

＝年間再利用日数（日／年）×１人当たり日平均

汚水量（ℓ／人・日）／1,000（m／ℓ）×処理施設

普及人口（人）

④地区近傍における農業用ダム総事業費や利

用水量などの実績から，1m 当たりの農業用水

開発原価を算定する。

農業用水開発原価（円／m）

＝ダム総事業費（円）／総利水水量（m）×

0.0418（ダム耐用年数80年の還元率）

⑤年間総再利用水量に，農業用水開発原価を

乗じて処理水リサイクル効果を算定する。

処理水リサイクル効果額（千円／年）

＝年間総再利用水量（m／年）×農業用水開発

原価（円／m）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.6に示す。農

業集落排水処理施設の処理水が農業用水や地域

用水として再利用される年間日数などに関して

地元聴き取り調査 を行った。農業集落排水処

理施設の処理水が再利用される年間日数はかん

がい期間を考慮し代掻き期と普通期の122日と

した。１人当たり日平均汚水量は，農業集落排

水事業諸基準等作成全国検討委員会［2002］に

準拠し270ℓ／人・日とした。1m 当たりの農業

用水開発原価は，日本ダム協会［1980］，「北海

道のダム」編集委員会［1986］から地区近傍の

双葉ダムに関するデータを用いた。事業費

7,750百万円，かんがい容量9,309千m であ

る。

⑶ 効果額の算定

処理水再利用年間日数

代掻き期（５月１日から６月30日）＋普通期

（７月１日から８月30日）

＝122日

Ｂ地区の年間総再利用水量

＝122日／年×270ℓ／人・日／1,000m／ℓ×

751人

＝24,738m／年

Ｃ地区の年間総再利用水量

＝122日／年×270ℓ／人・日／1,000m／ℓ×

1,334人

＝43,942m／年

１m 当たりの農業用水開発原価

＝7,750,000千円×1.189（1985年支出済費用換

算係数）／9,309千m×0.0418（耐用年数80年

の還元率）

＝41.4円／m

Ｂ地区の処理水リサイクル効果額

＝24,738m／年×41.4円／m／1000

＝1,024千円／年

Ｃ地区の処理水リサイクル効果額

＝43,942m／年×41.4円／m／1000

＝1,819千円／年

g．汚泥農地還元効果の測定

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

汚泥農地還元効果額は，汚泥のなかに含まれ

る肥料成分の価格によって算定する。

①１人当たりBOD発生量にBOD除去率を

乗じて１人当たりBOD除去量を算定し，１人

当たりBOD除去量に年間日数，汚泥転換率を

表5.5 不快用排水施設維持管理作業解消効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

不快被害延長 m ① 2,400 4,000 6,400

維持管理作業回数 回/年 ② 4 4 －

単位延長当り１回作業時間 時間/回・m ③ 0.312 0.312 －

不快作業付加手当 円/時間 ④ 84.3 84.3 －

不快用排水施設維持管理作業
解消効果額

千円 ⑤＝①×②×③×④/1,000 252 421 673

註：当該地区における事業実施前に被害が発生していた農業用用排水路の水路延長，維持管理作業を行って

いる年間回数などは地元聴き取り調査による。一回当たり作業時間は，北海道農政部農村計画課［2001］

による。
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乗じることで，１人当たりの汚泥発生量を算定

する。

１人当たり汚泥発生量（kg／年）

＝１人当たりBOD発生量（g／人・日）×BOD

除去率（％）×365（日）×汚泥転換率（％）／1000

②汚泥に含まれる肥料成分価格を，化学肥料

の価格と汚泥に含まれている肥料成分量にもと

づき，窒素，リン，カリの別に算定する。

③１人当たり汚泥発生量に処理施設普及人口

と汚泥の肥料成分価格を乗じて，汚泥農地還元

効果額を算定する。

汚泥農地還元効果額

＝１人当たり汚泥発生量（kg／人・年）×処理施

設普及人口（人）×汚泥の肥料成分価格（円／

kg）／1000

⑵ 係数

効果額算定に関する係数を表5.7.1に示す。

１人当たりBOD発生量，BOD除去率および汚

泥転換率は農業集落排水事業諸基準等作成全国

検討委員会［2002］の数値とした。１人当たり

BOD発生量60g／人・日，BOD除去率90％，

汚泥転換率は50％である。汚泥の肥料成分価格

は表5.7.2に示す。汚泥に含まれる化学肥料価

格，化学肥料成分率は農林水産省生産局生産資

材課［2001］の数値とした。汚泥に含まれる化

学肥料価格は平成12年の農家の肥料購入価格

とした。硫安678円／20g，過燐酸石灰989円／

20g，塩化加里1,098円／20gである。化学肥料

成分率は，硫安21％，過燐酸石灰17％，塩化加

里60％である。汚泥肥料成分率は，農業水産省

構造改善局計画部事業計画課［2000］の汚泥の

成分乾燥重量比とした。硫安5.16％，過燐酸石

灰5.31％，塩化加里0.36％である。

⑶ 効果額の算定

１人当たり汚泥発生量

＝60g／人・日×90％×365（日）×50％／1000

＝9.9kg／年

Ｂ地区の汚泥農地還元効果額

＝9.9kg／人・年×751人×24.1円／kg／1000

＝179千円／年

Ｃ地区の汚泥農地還元効果額

＝9.9kg／人・年×1,334人×24.1円／kg／

1000

＝318千円／年

D．農業効果の測定結果と考察

農業効果の測定結果の総括を表5.8に示す。

Ｂ地区では，農作物被害解消効果610千円，営

農経費節減効果497千円，不快農作業解消効果

91千円，用排水施設維持管理軽減効果０千円，

不快用排水施設維持管理作業解消効果252千

円，処理水リサイクル効果1,024千円，汚泥農

地還元効果179千円となった。Ｃ地区では，農

作物被害解消効果919千円，営農経費節減効果

747千円，不快農作業解消効果137千円，用排水

施設維持管理軽減効果０千円，不快用排水施設

維持管理作業解消効果421千円，処理水リサイ

クル効果1,819千円，汚泥農地還元効果318千

円となった。以上の結果から，分析対象地区で

あるＢ地区およびＣ地区の農業効果の項目別年

効果額合計と農業効果額合計に対する効果項目

表5.6 処理水リサイクル効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

年間再利用日数 日/年 ① 122 122 －

１人当たり日平均汚水量 ℓ/人・日 ② 270 270 －

処理施設普及戸数 戸 ③ 289 513 802

戸当り平均人員 人 ④ 2.6 2.6 －

処理施設普及人口 人 ⑤＝③×④ 751 1,334 2,085

年間総再利用水量 m/年 ⑥＝①×②/1,000×⑤ 24,738 43,942 68,680

農業用水開発原価 円/m ⑦ 41.4 41.4 －

処理水リサイクル効果額 千円/年 ⑧＝⑥×⑦/1,000 1,024 1,819 2,843

註：農業集落排水処理施設の処理水が農業用水や地域用水として再利用される年間日数は地元聴き取り調

査による。１人当たり日平均汚水量は，農業集落排水事業諸基準等作成全国検討委員会［2002］による。

1m 当たりの農業用水開発原価は，日本ダム協会［1980］，「北海道のダム」編集委員会［1986］による。
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別割合は，農作物被害解消効果1,529千円，

21.8％，営農経費節減効果1,244千円，17.7％，

不快農作業解消効果228千円，3.3％，用排水施

設維持管理軽減効果０千円，０％，不快用排水

施設維持管理作業解消効果673千円，9.6％，処

理水リサイクル効果2,843千円，40.5％，汚泥

農地還元効果497千円，7.1％，農業効果額合計

は7,014千円という結果をえた。

本章でえられた結果をふまえて，表5.9に示

した他の事例地区における事前評価としての効

果額の試算結果との比較などを中心に考察を行

う。

はじめに，農業効果額合計に占める効果項目

別割合に注目する。本章でえられた農業効果の

測定結果から，農業効果額合計において最も高

い割合を占める効果項目は，処理水リサイクル

表5.7.2 汚泥肥料成分価格の算定

項 目 単 位

33.9 硫安

化学肥料価格 円/kg ① 49.5 過燐酸石灰

54.9 塩化加里

21 硫安

化学肥料成分率 ％ ② 17 過燐酸石灰

60 塩化加里

161.4 硫安

化学肥料成分価格 円/kg ③＝①/② 291.2 過燐酸石灰

91.5 塩化加里

5.2 硫安

汚泥肥料成分率 ％ ④ 5.3 過燐酸石灰

0.4 塩化加里

8.3 硫安

汚泥肥料成分価格 円/kg ⑤＝③×④ 15.5 過燐酸石灰

0.3 塩化加里

計 24.1

資料：農林水産省生産局生産資材課［2001］による。

表5.7.1 汚泥農地還元効果額の算定

項 目 単 位 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計

１人当たりBOD発生量 g/人・日 ① 60 60 －

BOD除去率 ％ ② 90 90 －

年間日数 日 ③ 365 365 －

汚泥転換率 ％ ④ 50 50 －

１人当たり汚泥発生量 kg/年 ⑤＝①×②×③×④/1,000 9.9 9.9 －

処理施設普及戸数 戸 ⑥ 289 513 802

戸当り平均人員 人 ⑦ 3 3 －

処理施設普及人口 人 ⑧＝⑥×⑦ 751 1,334 2,085

汚泥の肥料成分価格 円/kg ⑨ 表5.7.2より 24.1 24.1 －

汚泥農地還元効果額 千円/年 ⑩＝⑤×⑧×⑨/1,000 179 318 497

註：１人当たりBOD発生量，BOD除去率ならびに汚泥転換率は農業集落排水事業諸基準等作成全国検討

委員会［2002］による。汚泥の肥料成分価格は表5.7.2による。汚泥に含まれる化学肥料価格，化学肥

料成分率は農林水産省生産局生産資材課［2001］による。汚泥肥料成分率は，農業水産省構造改善局計

画部事業計画課［2000］の汚泥の成分乾燥重量比とした。
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効果であった。その割合は40.5％で農業効果額

全体の約４割を占める。次いで高い割合を占め

る効果項目は，農作物被害解消効果，営農経費

節減効果で，この２効果合計で，農業効果額合

計の４割以上を占めており，直接的な農業生産

効果の高さがうかがえる。表5.9に示した他の

事例地区における事前評価としての効果額の試

算結果においても農作物被害解消効果，営農経

費節減効果および処理水リサイクル効果は高い

割合を示している。

次に，地区の単位面積当たりの効果額に注目

する。年効果額を地区面積および被害面積に

よって除した単位面積当たりの効果額を表

5.10に示す。

事例Ｅ地区では地区面積392.2haによって

年効果額を除した。事例Ｆ地区では被害面積

22.0haによって年効果額を除した。単位面積

当たりの年効果額の算定結果は以下のとおりで

ある。事例Ｅ地区では農作物被害解消効果86.9

千円／年／ha，営農経費節減効果171.6千円／

年／ha，不快農作業解消効果20.6千円／年／

ha，用排水施設維持管理軽減効果6.3千円／年

／ha，不快用排水施設維持管理作業解消効果

0.5千円／年／ha，処理水リサイクル効果78.2

千円／年／ha，汚泥農地還元効果0.4千円／年

／ha。事例Ｆ地区では農作物被害解消効果

101.3千円／年／ha，営農経費節減効果200.0

千円／年／ha，不快農作業解消効果24.0千円

／年／ha，用排水施設維持管理軽減効果71.2

千円／年／ha，不快用排水施設維持管理作業解

消効果5.1千円／年／ha，処理水リサイクル効

果477.1千円／年／ha，汚泥農地還元効果2.6

千円／年／ha。一方，本章でえられた農業効果

の測定結果から各効果項目に対する地区の単位

面積当たりの効果額は，農地面積112.5haに対

しては，農作物被害解消効果13.6千円／年／

表5.9 農業効果の試算結果の比較（年効果額)

Ｂ・Ｃ地区 事例Ｅ地区 事例Ｆ地区

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

農作物被害解消効果 1,529 21.8 34,072 23.8 2,228 11.5

営農経費節減効果 1,244 17.7 67,300 47.1 4,400 22.7

不快農作業解消効果 228 3.3 8,081 5.7 527 2.7

用排水施設維持管理軽減効果 0 0.0 2,474 1.7 1,566 8.1

不快用排水施設維持管理作業解消効果 673 9.6 179 0.1 113 0.6

処理水リサイクル効果 2,843 40.5 30,688 21.5 10,496 54.1

汚泥農地還元効果 497 7.1 138 0.1 57 0.3

計 7,014 100.0 142,932 100.0 19,387 100.0

資料：事例Ｅ地区は，谷山［2000］より引用。事例Ｆ地区は，農林水産省構造改善局事業計画課・設計課海

外土地改良技術室［1998］より引用。

表5.8 農業効果の総括（年効果額)

項 目 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計 割 合

千円 千円 千円 ％
農作物被害解消効果 610 919 1,529 21.8

営農経費節減効果 497 747 1,244 17.7

不快農作業解消効果 91 137 228 3.3

用排水施設維持管理軽減効果 0 0 0 0.0

不快用排水施設維持管理作業解消効果 252 421 673 9.6

処理水リサイクル効果 1,024 1,819 2,843 40.5

汚泥農地還元効果 179 318 497 7.1

計 2,653 4,361 7,014 100.0
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ha，営農経費節減効果11.1千円／年／ha，不快

農作業解消効果2.0千円／年／ha，用排水施設

維持管理軽減効果0.0千円／年／ha，不快用排

水施設維持管理作業解消効果6.0千円／年／

ha，処理水リサイクル効果25.3千円／年／ha，

汚泥農地還元効果4.4千円／年／ha。被害面積

53.8haに対しては，農作物被害解消効果28.4

千円／年／ha，営農経費節減効果23.1千円／

年／ha，不快農作業解消効果4.2千円／年／

ha，用排水施設維持管理軽減効果0.0千円／年

／ha，不快用排水施設維持管理作業解消効果

12.5千円／年／ha，処理水リサイクル効果

52.8千円／年／ha，汚泥農地還元効果9.2千

円／年／haとなった。事例Ｅ地区において最も

効果額が大きな効果は営農経費節減効果（171.6

千円／年／ha）で，Ｂ・Ｃ地区（11.1千円／年／

ha）の15倍以上である。一方，事例Ｆ地区にお

いて最も効果額が大きな効果は処理水リサイク

ル効果（477.1千円／年／ha）で，Ｂ・Ｃ地区

（52.8千円／年／ha）の９倍以上である。

事前評価において試算された事例Ｅ地区およ

び事例Ｆ地区の効果額試算に用いた係数の詳細

は不明であり，特に作付け作物が不明な状況で

の比較には十分注意が必要であるが，営農経費

節減効果に関しては以下のことが推察される。

すなわち，北海道における営農効率は一般に都

府県と比較しても高いといわれており，営農経

費節減効果が高く算定されなかったとも考えら

れる。一方，処理水リサイクル効果に関しても

効果額試算に用いた係数の詳細は不明であるが

以下のことが推察される。すなわち，事前評価

において試算された事例Ｅ地区および事例Ｆ地

区の効果額試算に用いた処理水リサイクル効果

のなかで農業用水開発原価に関する係数は全国

平均を用いている可能性が高い。本章で用いた

処理水リサイクル効果の農業用水開発原価に関

しては，分析対象地区の近傍の農業用ダムの

データを用いており，農業水産省構造改善局計

画部事業計画課［2000］に示されている全国平

均のデータ と比較して低い結果をえている。

よって，ここでも都府県事例Ｆ地区で試算され

た効果額と比較しても単位面積当たりの処理水

リサイクル効果額が相対的に高くなる要因は考

えにくい。

以上のように，事後的に発現されたことが明

確になった効果のみを測定対象とし，さらに地

元聞き取り調査などによって地区の実態に即し

た係数を用いた本章における効果額の算定結果

は，全国への適用を考慮した事前評価に用いら

れる農業水産省構造改善局計画部事業計画課

［2000］と比較して相対的に低い結果となった。

E．小 括

本章では，前章同様，事業完了後の各種効果

の発現状況の把握および事前評価の検証など事

後評価を試みることの重要性から，農業外効果

の測定に引き続き，事業完了地区を対象とした

農業集落排水事業の農業効果の測定を行うこと

を目的とした。本章における分析対象地区は，

事業実施地区の農業集落排水事業に対する費用

対効果分析にあたり，農業外効果および農業効

表5.10 単位面積あたりの効果額の算定

効 果 項 目 Ｂ・Ｃ地区 事例Ｅ地区 事例Ｆ地区

農地面積あたり 被害面積あたり 農地面積あたり 被害面積あたり
千円/ha ％ 千円/ha ％ 千円/ha ％ 千円/ha ％

農作物被害解消効果 13.6 21.8 28.4 21.8 86.9 23.8 101.3 11.5

営農経費節減効果 11.1 17.8 23.1 17.7 171.6 47.1 200.0 22.7

不快農作業解消効果 2.0 3.2 4.2 3.2 20.6 5.7 24.0 2.7

用排水施設維持管理軽減効果 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 1.7 71.2 8.1

不快用排水施設維持管理作業解消効果 6.0 9.6 12.5 9.6 0.5 0.1 5.1 0.6

処理水リサイクル効果 25.3 40.5 52.8 40.6 78.2 21.5 477.1 54.1

汚泥農地還元効果 4.4 7.1 9.2 7.1 0.4 0.1 2.6 0.3

計 62.4 100.0 130.2 100.0 364.5 100.0 881.3 100.0

資料：事例Ｅ地区は，谷山［2000］より引用。事例Ｆ地区は，農林水産省構造改善局事業計画課・設計課海外土地改

良技術室［1998］より引用。
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果の事業効果を一括してとらえる必要から，事

業完了地区における農業集落排水事業の農業外

効果に関する分析を行った前章と同地区のＡ町

Ｂ地区およびＣ地区とした。効果の測定にあた

り事業の実施によって発現したことが明確な効

果のみを対象とし，係数を整理のうえ，①農作

物被害解消効果，②営農経費節減効果，③不快

農作業解消効果，④用排水施設維持管理軽減効

果，⑤不快用排水施設維持管理作業解消効果，

⑥処理水リサイクル効果，⑦汚泥農地還元効果

の測定を行った。係数の整理にあたっては，対

象地区において現地調査を行いデータを収集し

たが，事後的に評価することが困難な場合など

は，関連統計資料や農業水産省構造改善局計画

部事業計画課［2000］の参考値を採用のうえで

係数などを設定した。

本章でえられた結果を以下にまとめる。

①本章における測定結果で高い割合の効果

は，従来の事前評価結果と同様に，処理水リサ

イクル効果，営農経費節減効果であった。②事

後的に発現されたことが明確になった効果のみ

を測定対象とし，さらに地元聞き取り調査など

によって地区の実態に即した係数を用いた本章

における効果額の算定結果は，従来の事前評価

結果と比較して相対的に低い結果となった。こ

れは，事前評価では想定のうえで算定していた

効果項目であっても，地区の実態によっては事

後的な算定が困難，もしくは効果の発現が事後

的に見込めない効果項目が存在し，効果額とし

て算定されなかったことが主因であると考え

る。

第V章 註

農業水産省構造改善局計画部事業計画課

［2000］による。

『マニュアル（案）』は農林水産省構造改善

局計画部事業計画課［2000］である。以下

同じ。

昭和60年７月１日60構改第690号 最終

改正 平成12年１月７日11構改Ｃ第617

号構造改善局長通達。

分析対象地区のＡ町における農業集落排水

事業担当者に対する面接調査（第１回目：

2003年１月10日午後１時から午後３時ま

でＡ町役場会議室において実施。第２回

目：2003年２月27日午後１時から午後３

時までＡ町役場会議室において実施）によ

る。

＊４に同じ。

＊４に同じ。

＊４に同じ。

＊４に同じ。

＊４に同じ。

農業水産省構造改善局計画部事業計画課

［2000］によれば，『ダム年鑑』による平成

８年度農業用ダム建設事業の総事業費と，

各農政局への聴き取り調査による利用水量

により１m 当たりの開発原価を算定して

いる。データの揃っている全国84箇所のダ

ムの事業費合計1,121,053百万円と利用水

量合計438,693千m によりダムの耐用年

数80年の還元率を乗じ，1,121,053百万

円÷438,693千 m ×0.0418＝106.8円／

m という結果をえている。

第VI章 事業完了地区における農業集落

排水事業の費用便益分析

A．本章の目的

事業効果を定量的に測定し，費用対効果分析

によって公共事業の執行手続きの透明化，客観

性の確保など社会資本整備の効率性の一層の向

上が求められている。農林水産省が所管する公

共事業のうち，農業集落の生活環境整備にかか

る事業では事業評価が未導入であった農業集落

排水事業に関しても1999年度より事業効果を

測定したうえで事業採択の実施を図るなど，事

前評価を中心に再評価，事後評価が行われてい

る。しかし，費用便益分析を用いた事後評価は

行われていない。

そこで本章では，第 章，第 章で測定を行っ

た農業集落排水事業の農業外効果および農業効

果を便益とし事業に投入された費用に対する費

用便益比を算定する費用便益分析によって効率

性の観点から農業集落排水事業の事後評価を行

うことを目的とする。
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B．費用便益分析の枠組みおよびデータ

a．費用便益分析の枠組み

農業集落排水施設など汚水処理施設整備によ

り発現する便益は長期間にわたる。よって，費

用便益分析にあたっては，費用および便益の生

じる時期を明確にしたうえで発生時期の相違を

踏まえた現在価値化を行う必要がある。以下の

条件を設定し，事業によって得られる年総効果

額を現在価値に評価替えして得られる便益と事

業に要した費用との比率として求め，事業の効

率性を判断する指標とする。費用便益比率の算

定フローを図6.1に示す。

①評価対象期間の設定

評価対象期間は，対象となる農業集落排水施

設の総合耐用年数とする。

②現在価値化の基準時点の設定

費用便益分析における現在価値化の基準時点

は2001年度とする。

③割引率の設定

事前評価手法で用いられている割引率を４％

とする 。

b．費用便益分析に用いるデータ

⑴ 費用の算定

農業集落排水事業計画概要書における事業費

項目の決算額と供用が開始されている世帯にお

ける宅内改造費の合計とする。宅内改造費は，

供用が開始された世帯における公共桝から家屋

までの配管の布設費，トイレの水洗化改造費お

よび台所，風呂，洗面所などの水周りの改造費

を計上する。

１）農業集落排水事業計画概要書における事

業費項目の決算額

農業集落排水事業計画概要書における事業費

項目の事業完了時点における決算額を支出済費

用換算係数により基準時点である2001年度に

評価換えする。北海道建設部公園下水道課

［2000］および地元聞き取り調査により，Ｂ地

区の決算額は1,354,000千円，地方自治体の単

独補助分は60,000千円。Ｃ地区の決算額は

2,307,000千円，地方自治体の単独補助分は

143,000千円である。基準時点である2001年度

の支出済費用換算係数は，Ｂ地区1.024（1993

年），Ｂ地区0.996（1996年）である。

Ｂ地区の事業費項目の決算額

（1,354,000千円＋60,000千円）×1.024

＝1,447,936千円

Ｃ地区の事業費項目の決算額

（2,307,000千円＋143,000千円）×0.996

＝2,440,200千円

２）宅内改造費

自宅に面した公道の管路新設工事の終了後は

水洗トイレや台所・風呂場などの排水管を最寄

りの公共下水道桝へ接続することが義務づけら

れている。供用世帯における公共桝から家屋ま

での配管の敷設費，トイレの水洗化改造費およ

び農業集落排水事業によって誘発が見込まれる

台所，風呂，洗面所など水周りの改造費を宅内

改造費とする。供用開始時における事業地区に

対してＡ町が行った宅内改造資金の融資あっせ

んや工事費の補助の状況から１戸当たり宅内改

造費を600千円／戸と設定する 。この１戸当

たり宅内改造費600千円／戸を支出済費用換算

係数によって2001年時点に評価換えし供用戸

数を乗じて宅内改造費とする。Ｂ地区の宅内改

造費は177,624千円，Ｃ地区の宅内改造費は

306,508千円である。

Ｂ地区の宅内改造費

600千円／戸×1.024×289戸

＝177,624千円

Ｃ地区の宅内改造費

600千円／戸×0.996×513戸図6.1 費用便益比の算定フロー
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＝306,508千円

⑵ 総合耐用年数の算定

総合耐用年数の設定にあたっては，支出項目

ごとの耐用年数をもとに設定する。支出項目は

汚水処理施設にかかる事業費 およびその他

事業費 にわける。そのうえで，汚水処理施設

にかかる事業費およびその他事業費それぞれの

耐用年数を環境省大臣官房廃棄物・リサイクル

対策部廃棄物対策課浄化槽推進室［2002］によっ

て得る。汚水処理施設事業費にかかる耐用年数

は23年，その他事業費にかかる耐用年数は50

年である。汚水処理施設事業費は計画人口を用

い6.1式 により概算される。

Y＝1,1186X ＋0.874X＋1,1027

6.1式

ただし，Y：汚水処理施設事業費（万円）

X：計画人口（人）

概算された汚水処理施設事業費とその他事業

費のそれぞれの年当たり事業費の合計で事業費

の合計を除して総合耐用年数を求める。総合耐

用年数の算定結果を表6.1に示す。

汚水処理施設事業費，その他事業費および各

耐用年数から，Ｂ地区の総合耐用年数は43年，

Ｃ地区の総合耐用年数は45年である。

⑶ 支出済費用換算係数と還元率の設定

支出済費用換算係数は北海道農政部農村計画

課［2001］より2001年度を基準年次とした表

6.2に示す係数である。

還元率は次式より算定する。

c＝
i×(1＋i)
(1＋i)－1

c：還元率，i：割引率，n：総合耐用年数

割引率として４％を採用する 。

⑷ 便益の算定

便益の算定にあたり，まず，第 章および第

章で得られた年効果額の総括を表6.3に示

す。農業外効果額の計は553,036千円，農業効

果額の計は7,014千円である。年効果額全体に

占める農業効果の割合は約２％であり，年効果

額のほとんどが農業外効果で占められているこ

とがわかる。

次に，第 章および第 章で得られた年効果

額（表6.3）を，総合耐用年数期間内において事

業が完了し評価基準時点までにすでに発生済み

の便益分と耐用年数までの期間内に発生するこ

とが見込まれる便益分に分けて算定する。事業

が完了し評価基準時点までにすでに発生済みの

便益分については，年総効果額を支出済費用換

算係数によって現在価値に修正する。一方，耐

用年数までの期間内に発生することが見込まれ

る便益分については，年総効果額を還元率に

よって現在価値に修正する。

C．費用便益比の算定結果と考察

a．費用便益比の算定結果

対象となる農業集落排水施設の耐用年限など

を考慮した評価対象期間，割引率，基準年次な

どを設定し費用および便益の発生時期の相違を

踏まえ，前節で算定した便益を費用で除して費

用便益比をもとめた。表6.4に示す。総事業費

388,136千円と宅内改造費484,132千円から費

用（総事業費と宅内改造費の合計）は4,372,268

千円である。発生済み便益3,391,099千円と発

生見込み便益10,862,685千円から便益（発生済

み便益と発生見込み便益の合計）は14,253,784

千円である。得られた費用と便益から費用便益

比は3.26となる。

本章で得られた結果をふまえて，表6.5に示

した他の事例地区における事前評価結果である

費用便益比との比較などを中心に考察を行う。

表6.5は，1999年度より実施されている農業集

落排水事業の新規採択時に行われている全国に

おける事業評価の集計結果である。1999年の費

用便益比最高値は岐阜県高富町桜尾地区の

5.00，費用便益比最低値は香川県大野原町田

野々地区の1.02，事前評価算定198地区の平均

は1.82。2000年の費用便益比最高値は長野県

駒ヶ根市南割２期地区の4.86，費用便益比最低

値は山梨県三珠町高萩地区の1.02，事前評価算

定146地区の平均は1.937。2001年の費用便益

比最高値は兵庫県加古川市磐西地区の3.71，費

用便益比最低値は佐賀県玄海町座川内・湯野尾

地区および京都府舞鶴市佐波賀の1.09，事前評

価算定138地区の平均は2.02であった。事前評

価の結果に比べても本論文において測定を行っ
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た費用便益比は新規採択時に行われている全国

における事業評価の集計結果の平均値より高い

値となった。農業集落排水事業における事後評

価結果から事前評価に比較して事業の効率の視

点からも高い効率性を有することが示唆され

た。

b．費用便益比の感度分析

本論文で算定を行った費用および便益は一事

例にとどまっている。費用および便益の算定値

も確定的ではない。しかし，第 章および補章

で明らかにしたように，便益の多くを占める農

業外効果の４効果（水洗化による生活快適性向

上効果・水周り利便性向上効果・農村空間快適

性向上効果・公共用水域水質保全効果）に関し

ては，Ａ町Ｂ・Ｃ地区，Ｇ町Ｈ地区，Ｉ町Ｊ地

区，Ｋ町Ｌ地区ともに一世帯当たり年間の支払

意志額は約600千円を超える額であり４事例は

ほぼ同様の結果をえている 。これは比較的安

定した結果といえる。一方，費用はセンシティ

ブな要因といえる。特に集落形態の違いにより

事業費に格差があることを第 章において指摘

した 。本分析では，事業規模の大きな地区を分

析地区として選定しているため，事業規模が小

さな地区や平均的な事業規模を考慮した分析で

はない。したがって，事業評価の基礎となって

いる要因として事業規模による事業費が変化し

た場合の事業評価に与える影響度を検討する感

度分析を行うことも必要であると考える。そこ

で本項では，費用便益比算定に大きく寄与する

と考えられる事業費を変動させる感度分析を行

う。費用についてあらかじめ一定の幅を想定し，

費用便益比を算定する。感度分析を行うことで，

本論文における農業集落排水事業の事後評価の

検討にとっての不確実性を減らし安定性をもた

せることができると考える。費用便益比の感度

分析は以下の手順によって行う。

⑴ 表6.6に示すように47供用地区の計画

人口１人当たり事業費の平均値1,351千円，標

準偏差805千円から，計画人口１人当たりの事

業費平均の区間推定（信頼係数95％）は下限値

1,121千円，上限値は1,581千円となる。

⑵ ⑴でもとめた計画人口１人当たりの事業

費平均値の区間推定結果と，Ａ町Ｂ・Ｃ地区の

計画人口3,260人から総事業費の推定値は

3,653,220千円 から5,154,606千円 とな

る。これに，宅内改造費484,132千円を加算し

た費用は4,137,352千円から5,638,738千円と

なり，便益14,253,784千円に対する費用便益比

表6.1 総合耐用年数の算定

Ｂ地区 Ｃ地区

耐用年数 事業費 年あたり事業費 耐用年数 事業費 年あたり事業費
年 千円 千円/年 年 千円 千円/年

汚水処理施設事業費 23 237,730 10,336 23 288,080 12,525

その他事業費 50 1,387,830 27,757 50 2,458,628 49,173

総合耐用年数・合計 43 1,625,560 38,093 45 2,746,708 61,698

註：農業集落排水施設は，第２章（付図４）で示したように汚水処理施設（汚水処理施設，汚泥処理施設）

と管路施設（管路，マンホール，公共ます，中継ポンプ）に大別される。6.1式からえられる計画人口

から概算される汚水処理施設事業費以外の事業費を「その他事業費」とする。

表6.2 支出済費用換算係数

年度区分 換算係数

1989 1.139

1990 1.094

1991 1.051

1992 1.033

1993 1.024

1994 1.019

1995 1.004

1996 0.996

1997 0.981

1998 0.998

1999 1.008

2000 1.006

2001 1.000

資料：北海道農政部農村計画課［2001］による。
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は表6.7に示すように2.53から3.45となる。

前節でもとめた費用便益比3.26は，この感度分

析結果（費用便益比2.53から3.45）の範囲内に

ある。また，下限値を用いた感度分析結果の費

用便益比2.53も前項に示した事前評価におけ

る費用便益比の平均値約2.00を上回っており，

事後評価による農業集落排水事業の効率性は，

事前評価による効率性よりも高いことが示唆さ

れた。

D．小 括

第 章および第 章で算定を行った農業集落

排水事業による便益と事業に投入された費用に

対する費用便益比を算定し，効率性の観点から

農業集落排水事業の事後的な評価を行うことを

目的とした。

本章で得られた結果を以下にまとめる。

①便益額全体に占める農業効果の割合は約

２％であり，便益額のほとんどが農業外効果で

占められた。②事後評価における農業集落排水

事業の費用便益比の算定結果は3.26となり，従

来の事前評価による費用便益比と比較して，事

後評価の費用便益比の算定結果は高いとの結果

を得た。③分析対象地は，事業規模が大きく費

用面で有利な地区であるため，事業規模の大小

により費用が異なる場合の費用便益比の算定結

果に与える影響度を検討するために感度分析を

行った。費用のみを変動させた費用便益比算定

の感度分析を行った結果をみても，事後評価に

よる農業集落排水事業の費用便益比は，事前評

価による費用便益比と比較して高いとの結果を

得た。

第VI章 註

付表２に示すように，農林水産省における

土地改良事業以外の事業では，割引率を

４％とする事業が多い。

Ａ町が農業集落排水事業実施地区である

表6.3 年効果額の総括

項 目 Ｂ地区 Ｃ地区 地区計 割 合

千円 千円 千円 ％

水洗化による生活快適性向上効果 112,537 199,762 312,299 55.8

水周り利便性向上効果 32,368 57,456 89,824 16.0

農村空間快適性向上効果 15,173 26,933 42,106 7.5

公共用水域水質保全効果 13,612 24,162 37,774 6.7

衛生水準向上効果 17,965 41,918 59,883 10.7

維持管理費節減効果 2,701 8,449 11,150 2.0

農業外効果計 194,356 358,680 553,036 98.7

農作物被害解消効果 610 919 1,529 0.3

営農経費節減効果 497 747 1,244 0.2

不快農作業解消効果 91 137 228 0.1

用排水施設維持管理軽減効果 0 0 0 0.0

不快用排水施設維持管理作業解消効果 252 421 673 0.1

処理水リサイクル効果 1,024 1,819 2,843 0.5

汚泥農地還元効果 179 318 497 0.1

農業効果計 2,653 4,361 7,014 1.3

合 計 197,009 363,041 560,050 100.0

表6.4 費用便益分析の結果

項 目 算 式 数 値

千円

費用 ①＝②＋③ 4,372,268

総事業費 ② 3,888,136

宅内改造費 ③ 484,132

便益 ④＝⑤＋⑥ 14,253,784

発生済み便益 ⑤ 3,391,099

発生見込み便益 ⑥ 10,862,685

費用便益比 ⑦＝④/① 3.26
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Ｂ・Ｃ地区に対する地元説明会資料による

と，１戸当たりの宅内改造費を600千円／

戸として概算している。

農業集落排水施設は，第 章（付図４）で

示したように汚水処理施設（汚水処理施設，

汚泥処理施設）と管路施設（管路，マンホー

ル，公共桝，中継ポンプ）に大別される。

6.1式から得られる計画人口から汚水処理

施設にかかる事業費が概算される。

農業集落排水施設は，第 章（付図４）で

示したように汚水処理施設（汚水処理施設，

汚泥処理施設）と管路施設（管路，マンホー

ル，公共桝，中継ポンプ）に大別される。

総事業費から註３で概算された汚水処理施

設にかかる事業費を差し引きその他事業費

が概算される。

6.1式は，2000年北海道庁調べによる。農

業集落排水施設にかかる汚水処理施設の事

業費算定の考え方として，「汚水処理施設建

設費（土木＋機械電気）標準グラフ（諸経

費含み）」と「汚水処理施設建設費（建築）

標準グラフ（諸経費含み）」が示されている。

付表２に示すように，農林水産省における

土地改良事業以外の事業では，割引率を

表6.5 年度別新規採択事業計画地区の事前評価結果

年 度 1999 2000 2001

算定地区数 198 146 138

費用便益比 5.00 4.86 3.71

費用便益比 都道府県 岐阜県 長野県 兵庫県

最高値 市町村 高富町 駒ヶ根市 加古川市

地区 桜尾 南割２期 磐西

費用便益比 1.02 1.02 1.09 1.09

費用便益比 都道府県 香川県 山梨県 佐賀県 京都府

最低値 市町村 大野原町 三珠町 玄海町 舞鶴市

地区 田野々 高萩 座川内・湯野尾 佐波賀

平均 1.82 1.937 2.02

資料：公共投資ジャーナル社［1999］，公共投資ジャーナル社［2000］，公共投資ジャーナル社［2001］を参

考に作成。

表6.6 計画人口１人当たりの事業費の算定

計画人口１人当り

事業費

（千円）

最大 4,546

平均 1,351

最小 352

標準偏差 805

95％上限 1,581

95％下限 1,121

註：北海道建設部公園下水課［2000］により算定。

表6.7 費用便益比の感度分析結果

項 目 算 式 数 値

千円

費用 ①＝②＋③ 4,137,352～5,638,738

総事業費 ② 3,653,220～5,154,606

宅内改造費 ③ 484,132

便益 ④＝⑤＋⑥ 14,253,784

発生済み便益 ⑤ 3,391,099

発生見込み便益 ⑥ 10,862,685

費用便益比 ⑦＝④/① 2.53～3.45
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４％とする事業が多い。

Ａ町Ｂ・Ｃ地区では，水洗化による生活快

適性向上効果389.4千円，水周り利便性向

上効果112.0千円，農村空間快適性向上効

果52.5千円，公共用水域水質保全効果

47.1千円であった。これら４効果の合計は

約601.0千円となり，これら４効果の合計

に対する効果項目別割合は，水洗化による

生活快適性向上効果64.9％，水周り利便性

向上効果18.6％，農村空間快適性向上効果

8.7％，公共用水域水質保全効果7.8％で

あった。Ｇ町Ｈ地区では，水洗化による生

活快適性向上効果429.9千円，水周り利便

性向上効果99.3千円，農村空間快適性向上

効果43.3千円，公共用水域水質保全効果

58.0千円であった。これら４効果の合計は

約630.5千円となり，これら４効果の合計

に対する効果項目別割合は，水洗化による

生活快適性向上効果68.2％，水周り利便性

向上効果15.7％，農村空間快適性向上効果

6.9％，公共用水域水質保全効果9.2％で

あった。Ｉ町Ｊ地区では，水洗化による生

活快適性向上効果395.5千円，水周り利便

性向上効果116.0千円，農村空間快適性向

上効果49.2千円，公共用水域水質保全効果

39.6千円であった。これら４効果の合計は

約600.3千円となり，これら４効果の合計

に対する効果項目別割合は，水洗化による

生活快適性向上効果65.9％，水周り利便性

向上効果19.3％，農村空間快適性向上効果

8.2％，公共用水域水質保全効果6.6％で

あった。Ｋ町Ｌ地区では，水洗化による生

活快適性向上効果413.4千円，水周り利便

性向上効果99.9千円，農村空間快適性向上

効果55.2千円，公共用水域水質保全効果

54.6千円であった。これら４効果の合計は

約623.1千円となり，これら４効果の合計

に対する効果項目別割合は，水洗化による

生活快適性向上効果66.3％，水周り利便性

向上効果16.0％，農村空間快適性向上効果

8.9％，公共用水域水質保全効果8.8％で

あった。

都市のように人口が稠密な場合には，処理

区規模が大きいほど単位人口当たりの建設

費および維持管理費が安くなる傾向にあ

る。しかし，農村部のように離れて存在す

る複数の集落をまとめて処理区を構成する

場合には，必ずしも処理区規模に比例して

単位人口当たり建設費が安くなるとは限ら

ない。これは，建設費中に占める管路敷設

費の割合が人口密度が小さくなるに従って

高くなるためである。こうした集合処理区

域の設定にあたり，事業の効果に大きく影

響する農業集落排水事業の経済性について

は第 章で指摘している。

3,260人×1,121千円／人≒3,653,220千

円

3,260人×1,581千円／人≒5,154,606千

円

第VII章 結 論

本論文の目的は，事業が完了した事例地区を

対象に，特に，従来定量化が困難であった農業

外効果に関しても明示的に便益を算定して，費

用便益分析を試み農業集落排水事業の効率性を

事後的に明らかにすることであった。

第 章では，はじめに，関連研究領域の既往

研究をレビューし，既往研究での研究視点とそ

こから抽出される課題から本論文を位置づけ

た。そのうえで，農業集落排水事業に対する事

後評価研究の必要性，意義について検討を加え，

得られた課題に対して本論文の基本的なアプ

ローチを示し，本論文において考究すべき研究

課題を明らかにした。さらに，本論文の分析方

法と分析対象を概説した。

第 章では，事業が完了した事例地区を対象

に，費用便益分析を試み農業集落排水事業の効

率性を事後的に明らかにするために，分析対象

である農業集落排水事業の事業内容と事業評価

の整理を目的とした。はじめに，農業集落排水

事業の成立の経緯など農業集落排水事業の事業

制度・事業内容などを概観した。次に，本論文

が依拠している農業集落排水事業の事前評価手

法に関して概説した。

第 章では，事業が完了した事例地区を対象

に，費用便益分析を試み農業集落排水事業の効
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率性を事後的に明らかにするために，分析枠組

みの整理を目的とした。はじめに，事業評価導

入の背景と経緯，事業評価の体系と定義，事業

評価の目的と観点，事業評価の時点と事後評価

の位置づけなどによって事業評価の概念を整理

した。次に，事業評価の分析手法と事業効果の

測定手法の枠組みを整理した。

続いて，第 章，第 章で行った農業集落排

水事業の事業内容と事業評価と分析枠組みの整

理のもとで，農業集落排水事業における事業効

果測定を中心とする事業評価に関する実証分析

を試みたのが第 章から第 章である。

第 章では事業完了地区である北海道Ａ町の

Ｂ地区とＣ地区を分析対象として，農業集落排

水事業の生活環境改善効果を中心に農業集落排

水事業の農業外効果の測定を目的とした。分析

対象であるＡ町のＢ地区とＣ地区は，すでに供

用が開始されている北海道他地区との比較でみ

ると事業計画戸数が多く事業規模が大きい地区

である。さらに，集居集落が形成されている市

街地であり，丘陵地となっているなどの地区の

地形的特性から汚水の送水方式には自然流下方

式が両地区ともに採用されている。以上のよう

にＡ町のＢ地区とＣ地区は事業に要する費用面

において他地区と比較して有利な地区であると

いえる。二段階二肢選択方式を用いたCVM を

採用しノンパラメトリック法によって農業外効

果を推定したが，一部に代替法なども用いた。

第 章で得られた結果は以下である。①農業外

効果の中で最も高い割合の効果は，水洗化によ

る生活快適性向上効果であった。その割合は事

前評価における従来の分析結果に比べても高

く，農業外効果額全体の５割以上を占めた。②

水洗化による生活快適性向上効果および水周り

利便性向上効果の２効果合計で，農業外効果額

合計に占める割合が７割を超えており，居住環

境の向上効果の高さがうかがえた。③水洗化に

よる生活快適性向上効果，水周り利便性向上効

果，農村空間快適性向上効果，公共用水域水質

保全効果，の４項目の農業外効果一世帯当たり

の支払意志額は，従来の事前評価の測定結果に

比べても高く約２倍の推定結果となった。これ

は，農業集落排水事業の受益者である住民が，

農業集落排水事業の実施によって得られた水洗

化による生活の快適性などの効果を，事業実施

前に仮想評価していた以上に高く評価したもの

と推察される。

第 章では，第 章の農業外効果の測定に引

き続き，事業完了地区を対象とした農業集落排

水事業の農業効果の測定を目的とした。第 章

で得られた結果は以下である。①測定結果で高

い割合の効果は，従来の事前評価結果と同様に，

処理水リサイクル効果，営農経費節減効果で

あった。②事後的に発現されたことが明確に

なった効果のみを測定対象とし，さらに地元聴

き取り調査などによって地区の実態に即した係

数を用いた効果額の算定結果は，従来の事前評

価結果と比較して相対的に低い結果となった。

これは，事前評価では想定のうえで算定してい

た効果項目であっても，地区の実態によっては

事後的な算定が困難，もしくは効果の発現が事

後的に見込めない効果項目が存在し，効果額と

して算定されなかったことが主因であると考え

る。

第 章では，第 章および第 章で算定を

行った農業集落排水事業による効果額を便益と

し事業実績の費用に対する費用便益比を算定す

ることによって，農業集落排水事業を効率性の

観点から事後的に評価することを目的とした。

第 章で得られた結果は以下である。①便益額

全体に占める農業効果の割合は約２％であり，

便益額のほとんどが農業外効果で占められた。

②事後評価における農業集落排水事業の費用便

益比の算定結果は3.26となり，従来の事前評価

による費用便益比と比較して，事後評価の費用

便益比の算定結果は高い結果を得た。③分析対

象地は，事業規模が大きく費用面で有利な地区

であるため，事業規模の大小により費用が異な

る場合の費用便益比の算定結果に与える影響度

を検討するために感度分析を行った。費用のみ

を変動させた費用便益比算定の感度分析を行っ

た結果をみても，事後評価による農業集落排水

事業の費用便益比は，事前評価による費用便益

比と比較して高い結果を得た。

以上の結果から，第 章で設定した課題に対

する本論文の結論は以下のようにまとめること
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ができる。

本論文によって，農業集落排水事業は，費用

を上回る事業効果があり，事後評価による事業

の効率性は事前評価の効率性よりも高いことも

明らかとなった。さらに，効果の過大測定によっ

て恣意的に費用対効果分析が行われ効率性の低

い事業が採択されているのではないかなどの一

部の批判は一事例ながら該当しないことが判明

した。

高齢化と過疎化が進行する農業集落にとっ

て，定住条件を確保するなどの課題を解決する

ことは容易なことではない。都市的地域に比較

して社会資本整備が著しく遅れ，生活環境の改

善など定住条件が十分に確保されていない農業

集落にとって農業集落排水事業は快適で衛生的

な生活環境の創造に資する。農業外効果のなか

でも，特に，水洗化による生活快適性向上効果

の大きい点が確認されたことは，農業集落排水

事業が定住条件確保などの課題を解決する有効

な手段となり得ることを示唆するものと考え

る。

農業集落排水事業は，いわゆる下水道では非

効率である農業地域において，農業集落の特性

に合った小規模分散型システムとして農業集落

排水施設が導入されている。都市的地域との汚

水処理施設整備の格差がいまだに存在する農業

地域では，農業集落排水事業が今後とも推進さ

れるべきであると考える。

補章 CVMによる農業集落排水事業の農業外

効果に対する支払意志額の推定

A．本章の目的

農業集落排水事業は，1999年度より事業効果

を測定し費用対効果分析による事前評価を行っ

ている。農業集落排水事業の事業効果測定の精

度向上の必要性からも定量的な効果把握につい

ては試行的な検討が続けられている。農業集落

排水事業の事業実施にあたり事業の効率性検証

などが急務となっているにもかかわらず，住居

快適性向上効果など農業外効果の測定が試みら

れている事例は少ない。また，農業集落排水事

業の事業効果の測定は，新規採択時の評価制度

にもとづくものであり2001年度時点において

事後評価は行われていない。特に，水洗化によ

り生活の快適性が向上する効果など支払意志額

をアンケート調査によって直接聞く農業外効果

に関しては，信頼性を確保するための分析事例

の積み重ねが必要である 。そこで本補章では，

第 章の分析結果を補足することを目的に，事

業が完了した３地区を分析対象に加えCVM に

よる農業外効果のみを測定対象として農業外効

果を測定する 。

B．測定対象の効果項目の限定

以下に示す大分類５項目，小分類６項目の農

業外効果のうち，①水洗化による生活快適性向

上効果，②水周り利便性向上効果，③農村空間

快適性向上効果，④公共用水域水質保全効果，

の４項目の農業外効果を本補章における測定対

象とする。これら４項目の農業外効果は，事前

評価においてCVM により事業効果が測定され

ている事業効果であり，本論文第 章において

もCVM により事業効果を測定した効果項目で

ある。

１．住居快適性向上効果（①水洗化による生

活快適性向上効果②水周り利便性向上効果）

２．農村空間快適性向上効果（③農村空間快

適性向上効果）

３．公共用水域水質保全効果（④公共用水域

水質保全効果）

４．衛生水準向上効果（⑤衛生水準向上効果）

５．維持管理費節減効果（⑥維持管理費節減

効果）

C．測定対象地区の選定と地区概要

a．効果測定対象地区の選定

前述４項目の農業外効果（水洗化による生活

快適性向上効果，水周り利便性向上効果，農村

空間快適性向上効果，公共用水域水質保全効果）

の測定対象地区の選定にあたっては以下を選定

の視点とする 。

①農林水産省の「農林水産省政策評価基本計

画」 などに従えば，事後評価は事業完了後お

おむね５年を経過した事業地区を分析対象とし

ていることから，本論文においても事業完了後

おおむね５年を経過した地区を選定する。Ｈ地

区は1998年に事業完了，Ｊ地区は1997年に事

業完了，Ｌ地区も1997年に事業完了しており，
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本論文における調査分析時点（2001年）におい

て３地区とも事業完了後おおむね５年を経過し

た地区といえる。

②事業効果の測定にあたっては，アンケート

調査をはじめとする現地調査を実施するため，

受益者に関するデータなど自治体の協力が不可

欠であり地元協力が得られる地区とする。Ｇ市，

Ｉ町，Ｋ町はアンケート調査をはじめとする現

地調査に対して調査協力が得られた地区であ

る。

以上の条件からＧ市Ｈ地区，Ｉ町Ｊ地区，Ｋ

町Ｌ地区を選定した。

b．地区概要

Ｇ市Ｈ地区：市の西部に位置する密居１集落

によって構成されている。1995年着工，1998年

に供用開始，同年に完成している。計画人口770

人，計画戸数255戸，普及人口491人である。

Ｉ町Ｊ地区：町中心市街地より北へ約６km

に位置する集居１集落および散居２集落の計３

集落によって構成されている。1992年着工，

1996年に供用開始，1997年に完成している。計

画人口600人，計画戸数185戸，普及人口478人

である。

Ｋ町Ｌ地区：町の西部に位置する密居１集落

によって構成されている。1993年着工，1997年

に供用を開始，同年に完成している。計画人口

1,790人，計画戸数432戸，普及人口872人であ

る。

D．農業外効果の測定方法

⑴ 効果額の算定方法と算定の手順

１）アンケート調査のサーベイデザイン

農業集落排水事業を対象に，４項目の農業外

効果（水洗化による生活快適性向上効果，水周

り利便性向上効果，農村空間快適性向上効果，

公共用水域水質保全効果）の一世帯当たりの支

払意志額を推定するためにアンケートを実施し

た。アンケートの質問項目および質問内容を補

表１ に示す。

評価対象範囲が広いこと，評価対象が比較的

住民に身近でアンケート被験者に伝達しやすい

と考えられるなどの理由から事前評価では

CVM が適用されている。質問形式は，回答者の

負担が比較的小さく各バイアスも小さくするこ

とができるといわれ，現在多くの事例調査にお

いて適用されている二段階二肢選択方式であ

る。事前評価結果との比較による分析を行うこ

とを考慮し，本補章においても事前評価と同様

に二段階二肢選択方式CVM を適用し支払意志

額を推定する。

①仮想状況の設定と支払形式の設定

本補章では，農業集落排水事業による４項目

の農業外効果（水洗化による生活快適性向上効

果，水周り利便性向上効果，農村空間快適性向

上効果，公共用水域水質保全効果）の一世帯当

たりの支払意志額を推定することを目的として

いるため，仮想市場の設定はこれら整備による

変化を回答者に示した。水洗化による生活快適

性向上効果，水周り利便性向上効果，農村空間

快適性向上効果，公共用水域水質保全効果にか

かる設問内容を補図１から補図４に示す。戦略

バイアス を除去するためには，税金方式が望

ましいとされるが，公共事業の支払手段を税金

とすることは抵抗が大きいと予想されるため採

用せず ，支払手段は事前評価同様，購入金およ

び負担金とした。

②価格設定

支払意志額の推定結果をうけて事前評価結果

との比較による分析を行うことを考慮し，『マ

ニュアル（案）』 の成果を踏まえて，二段階二

肢選択方式では５種類の価格パターンとした。

補表２にダブルバウンドの価格パターンを示

す。

③回答者属性の項目の設置

回答者の負荷を極力軽減することに努めた

が，回答者の属性などを抽出するために，回答

者の社会経済属性に関する項目として年齢，性

別，職業，年間所得を質問票に加えた。

④調査機関名

回収率を向上させるためには，調査機関が中

立的で公的機関であることが望ましい。そこで，

調査主体である筆者が，北海道大学大学院農学

研究科農業経済学講座比較農政学研究室の所属

であり，調査結果を学術研究目的に限定して利

用する旨を明記し調査を行った。

２）支払意志額推定データの整理

支払意志額に関する設問に対し分析時に抵抗
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回答などを除去できるよう以下を分析対象から

除外した。

①支払意志額の質問に対する無回答

②回答の間に矛盾がある不正回答

③調査になんらかの抵抗感があるため金額の

支払を拒絶している抵抗回答

３）支払意志額の推定方法

支払意志額の推定は，受諾率の分布形をモデ

ル式で仮定してパラメータ推計により分布形を

えるパラメトリック手法と，パラメータ推計を

用いずに分布形をえるノンパラメトリック手法

とがある。本補章では，二段階二肢選択方式で

得られるデータから支払意志額を推定する手法

として，あらかじめ特定の分布を想定せずに受

諾確率関数が推定できるノンパラメトリック法

を適用し，各提示額に対する受諾率をもとに支

払意志額を推定した。

農村空間快適性向上効果，公共用水域水質保

全効果は，一世帯当たり一年間に対する支払意

志額が推定される。一方，水洗化による生活快

適性向上効果，水周り利便性向上効果はアン

ケートの設定上，施設の耐用年数15年 に相

当する一世帯当たりの支払意志額が推定される

ため，還元率8.99％ を乗じて年額に換算し，

一世帯当たり一年間に対する支払意志額を推定

した。これら推定された４項目の農業外効果の

合計を「一世帯当たり年支払意志額合計」とし

た。なお，本補章で検討する農業集落排水事業

効果の定量化手法は，費用対効果分析への適用

を目的としていることから，費用便益分析との

理論的整合性を重視し支払意志額の代表値とし

て平均値 を求め評価額とした。

E．支払意志額の推定

⑴ アンケートの実施状況

アンケートの回収結果など実施状況を補表３

に示す。

Ｇ市Ｈ地区は事業実施地区において無作為に

抽出した50世帯に対して郵送配布・郵送回収を

行った。調査時期は2001年８月，総配布数50

戸，回収数は25戸，実配布数に対する回収率は

48.0％であった。Ｉ町Ｊ地区は，供用戸数92世

帯に対して地区区長を通して配布し，郵送に

よって回収を行った。調査時期は2001年８月，

総配布数92戸，回収数は40戸，実配布数に対

する回収率は43.5％であった。Ｋ町Ｌ地区は，

供用戸数331世帯に対して地区区長を通して配

補表1 アンケート内容（調査項目)

設問No. 設 問 項 目

．トイレの水洗等について

問１ 整備前の家庭のトイレのタイプについて

問２ 整備後の水洗トイレに対する満足度について

問３～問５ 水洗化による生活快適性向上効果に対する支払い意志について

問６～問８ 水周り利便性向上効果に対する支払い意志について

．集落内水路の水質改善について

問９ 集落内水路の水質改善に対する満足度について

問10～問12 農村空間快適性向上効果に対する支払い意志について

．河川湖沼の水質改善について

問13 河川や湖沼の水質改善に対する満足度について

問14～問16 公共用水域水質保全効果に対する支払い意志について

．その他

問17 回答者属性

性別

年齢

世帯の職業

世帯年間所得

北海道大学大学院農学研究科邦文紀要 第27巻 第1号82



問６ 農業集落排水事業による整備にあわせ，台所，洗面所，風呂などの水周りを改善すると，生活

が快適になります。

仮に，この水周りの快適性を得るために必要な金額が一世帯当たり20万円であったとします。

あなたのご家庭では，この追加の投資をしても良いと思いますか。

１．はい

↓

問7－1「問６」で「はい」を選択された方にお

伺いします。金額が先ほどより高い一

世帯当たり30万円とすれば投資をし

ても良いと思いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問7－2「問６」で「いいえ」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより安い

一世帯当たり10万円であれば投資を

しても良いと思いますか。

１．はい ２．いいえ

補図2 水周り利便性向上効果に対する支払い意志に関する設問

問３ トイレをくみ取り式から水洗式に変えると生活がより快適になるなどさまざまな効果が生まれ

ます。

仮にあなたがこれから住宅を購入するとします。

トイレがくみ取り式の住宅と，水洗トイレ付きの50万円ほど高い住宅と，２つの住宅から１つ

を選択するとして，あなたは水洗トイレ付きの住宅を選びますか。（ただし水洗トイレのものは

農業集落排水施設などで下水処理されており，価格が50万円ほど高い以外は，他の条件が全く

同じ住宅物件とします。)

１．はい

↓

問4－1「問３」で「はい」を選択された方にお

伺いします。金額が先ほどより高い

100万円とすれば水洗トイレ付きの住

宅を選ばれますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問4－2「問３」で「いいえ」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより安い

25万円とすれば水洗トイレ付きの住

宅を選ばれますか。

１．はい ２．いいえ

補図1 水洗化による生活快適性向上効果に対する支払い意志に関する設問

問10 農業集落排水事業によって，あなたのお住まいの集落内の水路や農業用用排水路は，以前に比

べて水質が改善され，景観も良くなり，自然環境が回復していると思います。仮に，一世帯当

たり１年間で５千円の費用を支払わなければ，この良好な環境が保てないとします。あなたの

ご家庭では，この費用を支払っても良いと考えますか。

１．はい

↓

問11－1「問10」で「はい」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより高い

年間で１万円とすれば支払いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問11－2「問10」で「いいえ」を選択された方

にお伺いします。金額が先ほどより安

い年間で2.5千円とすれば支払います

か。

１．はい ２．いいえ

補図3 農村空間快適性向上効果に対する支払い意志に関する設問
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布，回収を行った。調査時期は2001年８月，総

配布数331戸，回収数は155戸，実配布数に対

する回収率は45.3％であった。なお，５パター

ンの設定金額のアンケート票を配布部数が均等

となるようにランダムに配布を行った。

⑵ 支払意志額の推定

各地区における各効果項目別提示金額別受諾

確率を補図5.1から補図7.4に示し，受諾確率

曲線より得られる支払意志額の推定結果を補表

４から補表６および補図８から補図10に示す。

Ｇ市Ｈ地区では，水洗化による生活快適性向

上効果429.9千円，水周り利便性向上効果99.3

千円，農村空間快適性向上効果43.3千円，公共

用水域水質保全効果58.0千円である。これら４

効果の合計は約630.5千円となり，これら４効

果の合計に対する効果項目別割合は，水洗化に

よる生活快適性向上効果68.2％，水周り利便性

向上効果15.7％，農村空間快適性向上効果

6.9％，公共用水域水質保全効果9.2％である。

Ｉ町Ｊ地区では，水洗化による生活快適性向

上効果395.5千円，水周り利便性向上効果

116.0千円，農村空間快適性向上効果49.2千

円，公共用水域水質保全効果39.6千円である。

これら４効果の合計は約600.3千円となり，こ

れら４効果の合計に対する効果項目別割合は，

水洗化による生活快適性向上効果65.9％，水周

り利便性向上効果19.3％，農村空間快適性向上

効果8.2％，公共用水域水質保全効果6.6％であ

問14 農業集落排水事業によって，あなたのお住まいの近辺の河川や湖沼は，以前に比べて水質が改

善され，景観も良くなり，自然環境が回復していると思います。

仮に，一世帯当たり１年間で５千円の費用を支払わなければ，この良好な環境が保てないとし

ます。あなたのご家庭では，この費用を支払っても良いと考えますか。

１．はい

↓

問15－1「問14」で「はい」を選択された方に

お伺いします。金額が先ほどより高い

年間で１万円とすれば支払いますか。

１．はい ２．いいえ

２．いいえ

↓

問15－2「問14」で「いいえ」を選択された方

にお伺いします。金額が先ほどより安

い年間で2.5千円とすれば支払います

か。

１．はい ２．いいえ

補図4 公共用水域水質保全効果に対する支払い意志に関する設問

補表2 提示金額の設定パターン

パターン1 パターン2 パターン3 パターン4 パターン5

水洗化による生活 問３ 50万円 100万円 200万円 300万円 500万円

快適性向上効果 問４－１ 100万円 200万円 300万円 500万円 800万円

問４－２ 25万円 50万円 100万円 200万円 300万円

水周り利便性 問６ 20万円 30万円 50万円 100万円 150万円

向上効果 問７－１ 30万円 50万円 100万円 150万円 200万円

問７－２ 10万円 20万円 30万円 50万円 100万円

農村空間快適性 問10 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年

向上効果 問11－１ １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年 10万円/年

問11－２ 2.5千円/年 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年

公共用水域 問14 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年

水質保全効果 問15－１ １万円/年 ２万円/年 ３万円/年 ５万円/年 10万円/年

問15－２ 2.5千円/年 ５千円/年 １万円/年 ２万円/年 ３万円/年
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る。

Ｋ町Ｌ地区では，水洗化による生活快適性向

上効果413.4千円，水周り利便性向上効果99.9

千円，農村空間快適性向上効果55.2千円，公共

用水域水質保全効果54.6千円である。これら４

効果の合計は約623.1千円となり，これら４効

果の合計に対する効果項目別割合は，水洗化に

よる生活快適性向上効果66.3％，水周り利便性

向上効果16.0％，農村空間快適性向上効果

8.9％，公共用水域水質保全効果8.8％である。

F．小 括

本補章では，第 章の分析結果を補足するこ

とを目的に，事業が完了した３地区を分析対象

に加えCVM による農業外効果のみを測定対象

として農業外効果の測定を行った。本補章で得

られた結論は以下である。

①分析対象３地区ともに，支払意志額の推定

結果は，ほぼ同じ結果といえる。すなわち，水

洗化による生活快適性向上効果は約400千円，

水周り利便性向上効果は約100千円，農村空間

快適性向上効果は約40から約50千円，公共用

水域水質保全効果は約40から約60千円であ

る。これら４効果の合計は分析対象３地区とも

に約600千円である。これら４効果の合計に対

する効果項目別割合も，支払意志額の推定結果

をうけて，分析対象３地区ともにほぼ同じ結果

といえる。すなわち，水洗化による生活快適性

向上効果は約60％，水周り利便性向上効果は約

20％，農村空間快適性向上効果は約10％，公共

用水域水質保全効果は約10％である。

②本補章で得た結果は，第 章でえた結果と

も同じ傾向が示されており，支払意志額の推定

結果に大きな較差が生じないことが３事例なが

ら示唆された。

補章 註

森杉［2002］，運輸政策研究機構（第27回

コロキウム）Webページ，運輸政策研究機

構（第34回コロキウム）Webページなどに

よっても，CVM の信頼性確保のため調査

事例の積み上げの必要性が指摘されてい

る。

CVM 調査の信頼性を確保しCVM 調査結

果の汎用性を高めるためにも，今後は，『マ

ニュアル（案）』による一律的な調査にとど

まらず，水田地帯，畑地帯，酪農地帯など

明確な調査対象範囲の設定と拡大が必要性

である。

測定対象地区の選定は第 章で示した分析

対象地の選定理由を基本としているが，標

本サイズはＡ町Ｂ地区およびＣ地区と比べ

て相対的に小さい。

農林水産省（食料・農業・農村政策審議会

農村振興分科会農業農村整備部会平成14

年度第６回企画小委員会 配付資料一覧）

Webページによる。施設の維持管理・災害

復旧などを除く全ての農林水産公共事業を

事前評価の対象とすることと，事後評価（期

中・完了後の評価）の取り組み方針などが

規定されている。

補表3 調査実施状況

Ｈ地区 Ｊ地区 Ｌ地区

市町村 Ｇ市 Ｉ町 Ｋ町

計画戸数 255 185 432

供用戸数 162 92 331

配布回収方法 郵送配布・郵送回収 区長配布・郵送回収 区長配布・区長回収

配布（発送）月日 ８月９日 ８月18日 ８月28日

配布数 50 92 331

回収（投函期限）月日 ８月15日 ８月27日 ９月23日

回収数 25 40 155

無効回答数 1 ― 5

回収率 50.0％ 43.5％ 46.8％

有効回答率 48.0％ 43.5％ 45.3％
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Ａ町Ｂ・Ｃ地区に対する質問項目と同様で

ある。

戦略バイアスとは，自己の回答が調査結果

や政策に与える影響を考えて回答すること

によって生じるバイアスのことである。

支払い手段によく使われるのが税金や基金

である。税金は支払いの強制力があるもの

の，日本国内では税金に対する心理的抵抗

補図6.1 提示金額別受諾確率（水洗化による

生活快適性向上効果）Ｉ町Ｊ地区

補図6.2 提示金額別受諾確率（水周り

利便性向上効果）Ｉ町Ｊ地区

補図5.4 提示金額別受諾確率（公共用水域

水質保全効果）Ｇ市Ｈ地区

補図5.3 提示金額別受諾確率（農村空間

快適性向上効果）Ｇ市Ｈ地区

補図5.2 提示金額別受諾確率（水周り

利便性向上効果）Ｇ市Ｈ地区

補図5.1 提示金額別受諾確率（水洗化による

生活快適性向上効果）Ｇ市Ｈ地区
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感が強いことや，特定の目的に税金を使う

ことが非現実的であるなどの欠点がある。

『マニュアル（案）』は農林水産省構造改善

局計画部事業計画課［2000］である。以下

同じ。

単独浄化槽および風呂・台所などの耐用年

数15年を設定した。

補図6.3 提示金額別受諾確率（農村空間

快適性向上効果）Ｉ町Ｊ地区

補図6.4 提示金額別受諾確率（公共用水域

水質保全効果）Ｉ町Ｊ地区

補図7.1 提示金額別受諾確率（水洗化による

生活快適性向上効果）Ｋ町Ｌ地区

補図7.2 提示金額別受諾確率（水周り利便性

向上効果）Ｋ町Ｌ地区

補図7.4 提示金額別受諾確率（公共用水域

水質保全効果）Ｋ町Ｌ地区

補図7.3 提示金額別受諾確率（農村空間

快適性向上効果）Ｋ町Ｌ地区
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補表4 ノンパラメトリック法による支払意志額の推定結果（Ｇ市Ｈ地区)

水洗化による
生活快適性向

上効果

水周り利便性
向上効果

農村空間快適
性向上効果

公共用水域水
質保全効果

計

有効回収数（戸） 24 24 24 24 －

有効回答数（戸） 16 17 11 12 －

平均値（千円/戸） ① 4,782.5 1,104.5 － － －

還元率：４％・15年（％）② 8.99 8.99 － － －

平均値（千円/戸/年） ③＝①×② 429.9 99.3 43.3 58.0 630.5

構成比（％） 68.2 15.7 6.9 9.2 100.0

補図8 支払意志額推定結果による効果

項目別割合 Ｇ市Ｈ地区

補図9 支払意志額推定結果による効果

項目別割合 Ｉ町Ｊ地区

補表5 ノンパラメトリック法による支払意志額の推定結果（Ｉ町Ｊ地区)

水洗化による
生活快適性向

上効果

水周り利便性
向上効果

農村空間快適
性向上効果

公共用水域水
質保全効果

計

有効回収数（戸） 40 40 40 40 －

有効回答数（戸） 30 23 24 14 －

平均値（千円/戸） ① 4,398.8 1,290.5 － － －

還元率：４％・15年（％）② 8.99 8.99 － － －

平均値（千円/戸/年） ③＝①×② 395.5 116.0 49.2 39.6 600.3

構成比（％） 65.9 19.3 8.2 6.6 100.0

補表6 ノンパラメトリック法による支払意志額の推定結果（Ｋ町Ｌ地区)

水洗化による
生活快適性向

上効果

水周り利便性
向上効果

農村空間快適
性向上効果

公共用水域水
質保全効果

計

有効回収数（戸） 150 150 150 150 －

有効回答数（戸） 113 97 91 77 －

平均値（千円／戸） ① 4,598.8 1,111.5 － － －

還元率：４％・15年（％）② 8.99 8.99 － － －

平均値（千円／戸／年） ③＝①×② 413.4 99.9 55.2 54.6 623.1

構成比（％） 66.3 16.0 8.9 8.8 100.0
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還元率は，次式により算定した。

c＝
i×(1＋i)
(＋i)－1

ただし，c：還元率，i：割引率（４％），

n：期間（15年）

費用便益分析に平均値を採用することが適

切であるとのヨハンソンの見解を，山本・

岡［1994］で述べている。
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